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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 プロジェクトの目標 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

本事業で国際線旅客ターミナルビルを中心とした空港施設を整備し、航空旅客の安全性、利便性、

快適性を改善しつつ増加する航空需要に適切に対応することにより、主に外国人訪問客増加を支え、

観光産業の振興につながると考えられることから、、東ティモール国の経済発展に寄与することが期待

される。上位目標及びプロジェクト目標を以下のとおりとする。 

上位目標 ：ディリ国際空港の輸送量増加により、東ティモール国の経済発展に寄与する。 

プロジェクト目標：ディリ国際空港において国際線旅客ターミナル等新築により旅客の安全性・利

便性・快適性が改善され、将来的な航空需要の増加への対応がなされる。 

3-1-2 事業コンポーネント 

(1) 第一次現地調査で議論された事業コンポーネント 

本調査の第一次現地調査において、Minutes of Discussions（M/D）が調査団長とANATL社長との間

で2018年4月16日に調印された。同M/Dでは東ティモール政府側からの要請内容として、以下の8

つのコンポーネントが記載された。 

1. 新国際線旅客ターミナルビル建設（機器を含む） 

2. 新国際線貨物ターミナルビル建設（機器含む） 

3. 新ターミナルエプロン建設（A320/B737：4スポット） 

4. 新誘導路建設（複数） 

5. エプロン照明灯・誘導路灯設置 

6. 新ターミナル施設に係る道路・駐車場建設 

7. 新管制塔建設（機器を含む） 

8. 新ターミナル施設に係る電源局舎建設（非常用発電設備を含む） 

なお、M/Dには、現地調査によって上記の各コンポーネントの妥当性を評価し、日本政府にその結

果を報告すること、最終的な事業スコープは日本政府によって決定される旨、記載されている。 

(2) 概略設計対象とした事業コンポーネント 

第一次現地調査終了後、プロジェクトの内容を具体的に検討していく中で、M/Dに記載されたコン

ポーネント全てを実施するために必要な事業費が、当初想定されていたものを大幅に上回ることが明

らかとなった。このため、新ターミナル施設の機能を最低限確保しつつ出来るだけ事業費低減を図る
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オプションを種々検討した結果、下表に示すコンポーネントを対象に概略設計を行うこととなった。

なお、貨物ターミナルビル、駐車場、航空灯火については概略設計の対象とし、本報告書では本事業

のスコープの一部として記載しているが、事業費と予算の関係で、事業対象から除外された。 

表3-1-1.1 各主要コンポーネントの概要 

 施設名 概要 備考 

1 国際線旅客ターミナルビル 
鉄骨造平屋、6,722m2 

空港保安機材：1式 
鉄骨平屋建 

2 国際線貨物ターミナルビル 鉄骨造平屋、400m2 
無償資金協力の事業範囲から

は除外 

3 国際線駐機エプロン 
コンクリート舗装：10,890m2 

アスファルト舗装：5,476m2 

小型ジェット3機 

GSE通路 

4 誘導路 
アスファルト舗装：9,527m2 

アスファルト舗装：3,002m2 

誘導路 

ショルダー 

5 航空灯火 

誘導路灯 

エプロン照明灯 

飛行場灯台 

無償資金協力の事業範囲から

は除外 

6 駐車場、アクセス道路 アスファルト舗装：12,876m2  

アクセス道路 

駐車場は土工事以外を無償資

金協力の事業範囲から除外 

7 管制塔と管制機材 

管制塔：400m2、6階建て 

事務所棟：400m2、平屋 

航空管制機材：1式 

- 

8 電源局舎 
電源局舎：250m2、平屋 

バックアップ発電機 
- 

出典:JICA調査団 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

本事業で整備される施設の供用開始目標年次は2022年であり、施設計画上の目標年次は供用開始5

年後の2027年である。ただし、予算の制約等により事業コンポーネントを圧縮する必要が生じたため、

需要動向を勘案しつつ東ティモール側による将来の拡張整備が比較的容易に実施できる誘導路・エプ

ロン及びターミナルビル前面の駐車場については、供用開始目標年次の需要に対応した施設規模とし

た。 

施設等の設計に際しては、機能性・安全性において ICAO等の国際標準や消防・防災等に関わる現

地あるいは本邦の関連規程を満足することを条件とし、ユニバーサルデザインやジェンダー主流に配

慮しつつ、無償資金協力事業として最適な内容とすることを基本方針とした。 

(2) 自然条件に対する方針 

管制塔及び電源局舎については1階床レベルをGL+500mmに設定して洪水対策とする。これは電

気・電子機器の保護のためである。新設国際線ターミナルビルの床レベルはユニバーサルデザインの

観点からGLと同じとする。 

屋根樋など雨水排水断面の設計にあたっては、降雨強度140mm/hと想定する。これは1日あたり降

雨量とほぼ同じ数値だが、スコールで降雨が集中することを考慮した。  

新設国際線ターミナルビル東西面の窓開口部には電動ロールスクリーンを設置して日射対策を行う。

南中高度が高いので南面開口部にはブラインドを設置しない。 

自然条件調査の結果、新管制塔位置は地盤条件が悪く、杭基礎が必要である。また、誘導路・エプ

ロン舗装等の航空機荷重がかかる施設は路床改良を実施することを基本方針とした 

(3) 社会条件に対する方針 

東ティモールでは、現地語であるテトュン語、公用語であるポルトガル語に加え、インドネシア語、

英語等複数の言語が使用されている。ターミナル内の案内板や標識の表示において現地の言語に配慮

した計画とする。 

(4) 建設事情に対する方針 

建築物に関する東ティモール国の独自の建築基準法は未整備である。そのため、現地建築主事及び

消防署に確認の上、日本法規に倣って設計する。 

誘導路・エプロン等の空港基本施設についての東ティモール国独自の基準はなくアメリカ連邦航空
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局（以下、「FAA、Federal Aviation Administration)と記載する。）の基準が使用されている。したがって、

本事業でも誘導路やエプロンなどは ICAOまたはFAAの該当する基準に従って設計する。 

(5) 現地業者、現地資機材活用についての方針 

1) 現地資機材 

現地には生コンプラントやアスファルトプラントを所有する中規模の建設会社が複数存在する。大

規模な建設工事は外国企業によるものが多いがそれらの下請企業として参加している現地建設会社も

数社あり、現地業者は当事業の下請け会社として能力や品質管理などの面で十分と判断できる。一方

で品質レベルを担保するためには日本の元請業者の下で適切な指導を行いながら工事を行う必要があ

る。 

現地のコンサルタント・建築設計事務所は、大規模な業務は外国企業が行っているため、現地調査

時には存在を確認できなかった。実際に現在進行中の同空港の滑走路延長プロジェクトを行っている

のはインドネシアの建設コンサルタントであった。 

2) 現地資機材 

生コンクリート、アスファルト合材や骨材は製造設備を持った会社が複数あり、現地で入手可能で

ある。セメントや鉄筋は現地で生産していないためインドネシア製や中国製が広く流通しており入手

可能である。その他の資材も一般的な資材であれば輸入品が流通しているが、高額なものもあるので、

それらについては日本・第三国から調達することも検討する。 

一般的な建設機材については現地建設業者が所有しており、建設機材はこれらを活用することとす

る。 

(6) 施設の範囲、グレードの設定に対する方針 

建築工事のうち下記は無償資金協力事業対象外とし、相手側の工事範囲とする。 

・ 新設国際線ターミナルビル内テナント専用部分の内装、設備工事 

・ 新設国際線ターミナルビルの家具、什器 

・ 外構工事の植栽 

グレードについては現地で調達可能な一般的な材料とコストを考慮する。ただしイニシャルコスト

よりはランニングコストを重視する。例えば窓開口部ガラスについては省エネルギーの観点から、以

下の性能を有する比較的高グレードのLow-E複層ガラスを選定している。 

・ 熱透過率：1.6未満 

・ 太陽光利得係数：0.4未満 
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(7) 工期に対する方針 

本事業の計画地内に既存の管制塔と電源局舎があり、本事業実施に当たっては管制塔と電源局舎を

新設して供用開始した後に既存施設を撤去する必要がある。さらに既存管制塔はエプロン新設区域に

位置しており、既存管制塔を撤去した後でないとエプロン新設工事を終了させることが出来ない。一

方、単体の施設として工事に最も時間を要するのは新国際線旅客ターミナルビルであり、この工事は

着工後直ちに開始可能である。 

管制塔新設工事・既存管制塔撤去・エプロン新設というパスと、国際線旅客ターミナルビル新設の

パスの両方を検討した結果、両方のパスとも着工から22ヶ月で完了可能であり、全体工期を22か月

間とし、両方のパスの工事を平行して実施することで、効率的かつ経済的な工期設定とすることを方

針とした。 

3-2-2 基本計画（施設計画/機材計画） 

(1) 全体計画 

1) 航空需要予測 

ディリ国際空港における航空需要実績の推移を踏まえ需要予測モデルを分析することにより、ディ

リ国際空港における将来の航空需要予測値を算定した。 

その結果を基に、ディリ国際空港におけるピーク日/ピーク時における航空需要を算定し、施設計画

のための計画数値を設定した。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-2.1 ディリ国際空港における航空需要予測の基本的なフロー 

a) 需要予測モデル 

国際航空旅客需要については、東ティモールにおける社会経済活動を総合的に表現する指標である

実質GDP（excluding Oil；以下も同様）を説明変数とする下記の予測モデルを採用した。なおGDP 

including Oilを採用しなかった理由は、1-1-3 社会状況の（2）GDPを参照されたい。 

【需要予測モデル】 Pax ＝ 0.2536 × GDP－79.0 （r2 = 0.9767） 

 where Pax: International Passenger movements at Dili (thousands) 

  GDP: Million USD at 2010 constant prices 

国内航空旅客需要については、需要規模が小さく年次による変動が比較的大きく、統計的に十分な

精度を有する予測モデルを構築することができなかったため、GDPによって航空旅客総数（国際航空

旅客需要と国内航空旅客需要の合計）を予測する下記のモデルを分析し、その将来予測値を算定した

結果から国際航空旅客需要予測値を減算することにより算定した（航空旅客需要予測値と国際航空旅

客需要予測値の差分を国内航空旅客需要予測値とした）。 

【需要予測モデル】 Pax＝0.2878×GDP－88.5 （r2 = 0.9725） 

 where Pax: Total of Passenger movements at Dili (thousands) 

 GDP: Million USD at 2010 constant prices 
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国内航空貨物需要については、これまでの需要実績がなく、また、今後も貨物容量が限られた小型

機の就航が見込まれることから、本調査では算定の対象外とした。 

国際航空貨物需要は、過去に大きな傾向の変化があり、2012年までのUNMITの活動による影響を

加味してもGDPでは十分な予測モデルを分析することができなかったことから、国際航空旅客需要

を説明変数とする下記のモデルを用いることとした。 

【需要予測モデル】 Cgo＝2.1520×Pax－139.6 （r2 = 0.9072） 

 where Cgo： International Cargo movements at Dili (tons) 

  Pax: International Passenger movements at Dili (thousands) 

将来のGDP成長率は、世銀、IMFによる将来見通しを参照することにより、2018年：2.2％、2019

年：4.2％、2020年・2021年：5.0％とし、それ以降は、2年ごとに0.2％ずつ減少し、2030年以降は

4.0％で推移することとした。 

b) 航空需要予測値 

以上により算定されたディリ国際空港における航空需要予測値は、以下に示すとおりである。 

 

出展：JICA調査団 

図3-2-2.2 ディリ国際空港における航空旅客需要の将来予測値 
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表3-2-2.1 ディリ国際空港における航空需要の将来予測値 

 

出展：JICA調査団 

c) 路線別航空需要予測値及び計画便数 

国際線については、将来的にも現状のデンパサール（DPS）、シンガポール（SIN）、ダーウィン（DRW）

の3路線が継続するものとし、過去の路線別運航便数の推移を基に路線別の需要予測値を算定した。

就航機材は、現状の小型ジェット機（ICAOコード Cに該当）が継続するものとしたが、デンパサー

ル路線については、需要規模が大きいことから、将来における機材の大型化（ICAOコード Eに該当

する大型機の就航）を見込んだ。 

国内線については、現状ではOecussi、Suaiの2路線が運航されているが、AACTL（Civil Aviation 

Authority of Timor-Leste）では、将来的にはSameやAtauroなどへの新たな国内定期路線の運航も計画

しているとのことから、路線別の需要は算定せず、国内線合計として扱うこととし、就航機材は、現

行のターボプロップ機（ICAOコード Bに該当）とした。 

以上より、将来の就航機材構成は、下記のとおりとなる。なお、計画便数の算定に用いるピーク日

集中率は、過去3年間の月別運航便数を基に 1/324 とし、平均座席利用率は一律70.0％とした。 

GDP  (mill ion USD) Air Passengers  (thousand persons) Air Cargoes  (tons)
CY (2010 constant prices) International Domestic Total International

Value Change Number Change Number Change Number Change Volume Change
2010 894 10.1% 133.2 17.6% 16.7 60.5% 150.0 21.2% 415.7 6.2%

Actual 2011 965 7.9% 143.7 7.8% 7.8 -53.1% 151.5 1.0% 426.0 2.5%
2012 1,014 5.0% 168.7 17.4% 10.1 29.0% 178.8 18.0% 471.5 10.7%
2013 1,041 2.6% 192.0 13.8% 12.9 27.2% 204.9 14.6% 239.6 -49.2%
2014 1,083 4.1% 189.5 -1.3% 17.4 35.0% 206.8 0.9% 171.0 -28.6%
2015 1,127 4.0% 193.0 1.8% 19.0 9.4% 212.0 2.5% 246.6 44.2%
2016 1,186 5.3% 212.7 10.2% 16.4 -13.6% 229.2 8.1% 284.0 15.2%
2017 1,165 -1.8% 216.4 1.7% 30.3 84.7% 246.7 7.7% 326.1 14.8%
2018 1,191 2.2% 222.9 3.0% 31.2 2.9% 254.1 3.0% 340.1 4.3%

Forecast 2019 1,241 4.2% 235.6 5.7% 32.9 5.5% 268.5 5.7% 367.4 8.0%
2020 1,303 5.0% 251.3 6.7% 35.0 6.4% 286.3 6.6% 401.2 9.2%
2021 1,368 5.0% 267.8 6.6% 37.3 6.3% 305.1 6.5% 436.8 8.9%
2022 1,433 4.8% 284.5 6.2% 39.5 6.0% 324.0 6.2% 472.6 8.2%
2023 1,502 4.8% 301.9 6.1% 41.8 5.9% 343.8 6.1% 510.2 7.9%
2024 1,571 4.6% 319.5 5.8% 44.2 5.6% 363.7 5.8% 547.9 7.4%
2025 1,643 4.6% 337.8 5.7% 46.7 5.6% 384.5 5.7% 587.3 7.2%
2026 1,716 4.4% 356.1 5.4% 49.1 5.3% 405.3 5.4% 626.8 6.7%
2027 1,791 4.4% 375.3 5.4% 51.7 5.2% 427.0 5.4% 668.0 6.6%
2028 1,867 4.2% 394.4 5.1% 54.3 5.0% 448.6 5.1% 709.1 6.1%
2029 1,945 4.2% 414.2 5.0% 57.0 4.9% 471.2 5.0% 751.8 6.0%
2030 2,023 4.0% 434.0 4.8% 59.6 4.7% 493.6 4.8% 794.3 5.6%
2031 2,104 4.0% 454.5 4.7% 62.4 4.6% 516.9 4.7% 838.5 5.6%
2032 2,188 4.0% 475.8 4.7% 65.3 4.6% 541.1 4.7% 884.4 5.5%
2033 2,275 4.0% 498.0 4.7% 68.3 4.6% 566.3 4.7% 932.2 5.4%
2034 2,366 4.0% 521.1 4.6% 71.4 4.6% 592.5 4.6% 981.8 5.3%
2035 2,461 4.0% 545.1 4.6% 74.6 4.5% 619.7 4.6% 1,033.5 5.3%
2036 2,559 4.0% 570.1 4.6% 78.0 4.5% 648.0 4.6% 1,087.2 5.2%
2037 2,662 4.0% 596.0 4.6% 81.5 4.5% 677.5 4.5% 1,143.1 5.1%
2038 2,768 4.0% 623.0 4.5% 85.1 4.5% 708.1 4.5% 1,201.2 5.1%
2039 2,879 4.0% 651.1 4.5% 88.9 4.4% 740.0 4.5% 1,261.6 5.0%
2040 2,994 4.0% 680.3 4.5% 92.8 4.4% 773.1 4.5% 1,324.5 5.0%
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国際線の機材構成 

 デンパサール（DPS）： 小型ジェット機（ICAOコードC；150席/便）、 

  大型ジェット機 ICAO（コードE；270席/便） 

注） 大型ジェット機は、ピーク日の小型ジェット機の便数が14便

（7往復）以上となった後の増便に対応することとした。 

 シンガポール（SIN）： 小型ジェット機（ICAOコードC；150席/便） 

 ダーウィン（DRW）： 小型ジェット機（ICAOコードC；76席/便） 

国内線の機材構成： ターボプロップ機（ICAOコードB；19席/便） 

この結果、各年次における航空需要予測値及び計画便数は、以下に示すとおりとなった。 

表3-2-2.2 予測対象年次における航空需要予測値 

 
出展：JICA調査団 

表3-2-2.3 予測対象年次における計画便数 

                                                (Aircraft movements/annum) 

 
出展：JICA調査団 

d) 計画数値の設定 

本調査で対象とするPhase 1事業の供用開始目標年次が2022年であることから、施設計画上の目標

年次は、供用開始5年後に相当する2027年とした。 

Phase 2事業については、将来の需要動向や東ティモール政府が進める滑走路の拡張整備などの進捗

を踏まえつつ決めることになるが、ここでは、Phase 1事業のおおむね10年後に当たる時期を目標年

次として想定した。 

  

Air Passengers  (thousand persons/annum) Air Cargoes  (tons/annum) Number of In International Flights  (times/annum)
CY International Domestic Total International

DPS SIN DRW Sub total DPS SIN DRW Total
2020 164.6 21.9 64.9 251.3 35.0 286.3 263 35 104 401
2025 229.7 27.7 80.4 337.8 46.7 384.5 399 48 140 587
2030 305.9 33.4 94.6 434.0 59.6 493.6 560 61 173 794
2035 397.9 39.2 108.0 545.1 74.6 619.7 754 74 205 1,033
2040 513.6 45.6 121.2 680.3 92.8 773.1 1,000 89 236 1,324

(times/annum) 
International Flights Domestic

CY DPS SIN DRW Total Flights
Code E Code C Sub total (Code C) (Code C) (Code B)

2020 0 1,568 1,568 208 1,220 2,996 2,634
2025 0 2,188 2,188 264 1,512 3,964 3,510
2030 0 2,914 2,914 318 1,778 5,010 4,484
2035 0 3,790 3,790 374 2,030 6,194 5,608
2040 558 3,888 4,446 434 2,278 7,158 6,978
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表3-2-2.4 各Phaseにおける航空需要予測値 

 

出展：JICA調査団 

 

ディリ国際空港における現行の運航ダイヤをみると、すべての国際路線が相手先空港からの折り返

し運航となっていることに伴い、全体の便数は少ないにも関わらず特定の時間帯に離着陸が集中する

という特徴を有している。このことから、その特徴を踏まえ、予測対象年次におけるピーク日の運航

スケジュール（仮想ダイヤ）を作成したうえで、旅客ターミナル施設計画及びエプロン施設計画で用

いるピーク時における航空機の離着陸回数とそれらを利用する旅客数の設定を行った。 

この結果は、以下に示すとおりである。 

航空旅客ターミナル施設の計画数値 

・Phase 1 (2027年)： 340人/ピーク時（到着・出発ともに3便） 

・Phase 2 (超長期)： 540人/ピーク時（到着・出発ともに4便） 

エプロン施設の計画数値 

・Phase 1 (2027年)： 小型ジェット（コードC）× 4スポット 

（予備スポットの小型ジェット×1スポットを含む） 

・Phase 2 (超長期)： 大型ジェット（コードE）× 2スポット 

 小型ジェット（コードC）× 3スポット 

（予備スポットの中型ジェット×1スポットを含む） 

 

 

Phase 1 Phase 2

International 375 596
Air Passengers DPS 259 441

(thousands) SIN 30 42
DRW 86 113

Domestic 52 81
Total 427 677

Air Cargoes  (tons) International 668 1,143
code E aircraft 0 code E aircraft 174

Aircraft International code C aircraft 4,376 code C aircraft 6,416
Movements total 4,376 total 6,590

(times) DPS Large Jet (code E) 0 Large Jet (code E) 174
Small Jet (code C) 2,466 Small Jet (code C) 3,888

SIN Small Jet (code C) 286 Small Jet (code C) 398
DRW Regional Jet (code C) 1,624 Regional Jet (code C) 2,130

Domestic Turboprop (code B) 3,890 Turboprop (code B) 6,124
code E aircraft 0 code E aircraft 174

Total code C aircraft 4,376 code C aircraft 6,416
code B aircraft 3,890 code B aircraft 6,124

8,266 12,714

(CY 2027)
(Roughly 10 years later after

 target year of Phase 1 Project)
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表3-2-2.5 計画数値（総括） 

 
Phase 1 

(CY 2027) 

Phase 2 

(Roughly 10 years later after commencement of Phase 1 operation) 

Passenger Terminal 

Building 

340 persons/peak-hour 

(for each of arrival & departure) 

540 persons/peak-hour 

(for each of arrival & departure) 

Cargo Terminal 

Building 

2.5 tons/ peak-day 

(total of loading & unloading) 

4.3 tons/ peak-days 

(total of loading & unloading) 

Aircraft Parking Stands 
S-J (code C) x 4 

(including occasional spot) 

L-J (code E) x 2 

S-J (code C) x 3 

(including occasional spot) 
出典:JICA調査団 

2) ターミナル施設拡張計画 

下記に本協力準備調査で示した将来の施設拡張案を示す。将来の大型機就航までに2段階に分け、

無償資金協力事業での整備をPhase1とし、大型機就航段階であるPhase2との間に国内線ターミナル、

貨物ターミナルの整備を中心とした新ターミナルエリアを西側へ拡張整備するPhase 1.5を計画した。

Phase 1.5でVVIPターミナルも移設し精密進入、計器着陸滑走路の着陸帯内の障害となる施設を移設

することで将来の拡張へ備える。国内線エプロンの奥行はVVIP用の小型ジェットも駐機できるよう

国際線小型ジェット用のエプロンと同じ奥行とすることで柔軟なスポット運用を可能とする。 

 
 

無償資金協力事業による計画 (Phase 1) 
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Note：黒線：前Phaseで建設された施設、赤線：各Phaseの拡張施設  出展：JICA調査団 

図3-2-2.3 ターミナル施設拡張計画 
 

ANATLは上記のPhase 2までに滑走路を南西方向に90m、北東方向に210m延長して2,150mと

する予定である。この計画では、新ターミナル施設は滑走路 08 進入末端（南西側滑走路端）に相対

的に近く、将来的には滑走路 26 進入末端（北東側滑走路端）方向へ拡張される。そのため、この位

置に新ターミナルを建設することにより、将来的に両滑走路末端との距離がほぼ同様となるため、周

Phase 1.5 (国内線施設の移転) 

Phase 2（滑走路延長・大型機導入） 
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辺地域に悪影響を及ぼすことなく空港を運用し、拡張することが出来る。また、本事業で建設される

新管制塔の位置及び管制官目視高は、長期的将来において滑走路が主に北東側に延長されて 3000m

となった場合でも米国FAAが定めた基準を満足可能なように決定されている。 

したがって、ANATLは、滑走路延長計画を含む本空港のマスタープランを検討する際に、提案され

たターミナル拡張計画を十分考慮し、エアサイドとランドサイドを包括した空港開発計画を策定する

ことが望まれる。 

3) 無償資金協力対象施設配置計画 

空港敷地内で既設ターミナルの西側に新設ターミナルエリアを設定し、本事業の主要コンポーネン

トである新設国際線ターミナルビルを配置した。そのエアサイド側に国際線駐機エプロンを配置した。

国際線駐機エプロンの配置にあたっては、ANATLが将来的に滑走路拡張、着陸帯を片側150mにする

計画を持っていることから、駐機航空機、ターミナルが制限表面に抵触しないよう滑走路からの距離

を設定した。東側には将来ターミナル、エプロンが拡張できる敷地を確保した。また、東ティモール

国航空局との協議の結果、ICAOのセキュリティーマニュアルに従いターミナル前面道路と建屋は

30m離し、ターミナルのランドサイド側にアクセス道路、駐車場を配置した。ANATLに将来的に新

設ターミナルの東側は商業エリアとして開発するためまとまった土地を確保したいとの意向があった

ため、アクセス道路は駐車場南側から既設アクセス道路にまっすぐ接続するよう計画し、既設ターミ

ナルと新設ターミナルの移動は、既設の構内道路を整備し利用することとした。 

管制塔は、ANATLが将来的に東側に滑走路を延長する計画があることから、管制官の視界を考慮

し、なるべく滑走路中央に配置し、制限表面に抵触しない位置とした。下記に施設配置図を示す。 

 
出展：JICA調査団 

図3-2-2.4 施設配置  

電源局舎 

駐車場 

管制塔 

アクセス道路 

誘導路 

国際線駐機エプロン

誘導路 
国際線駐旅客 

ターミナルビル 
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4) 各施設に対する計画 

a) 国際線旅客ターミナルビル 

需要予測で示したとおり、本事業の計画目標年次である2027年及びその5年後の2032年において

ディリ国際空港に就航すると見込まれる国際線航空機はB737やA320等のCode C航空機（小型ジェ

ット機）であり、2037年時点でB777、B787等のCode E航空機（大型ジェット機）の就航が見込ま

れる。 

Code Cクラスまでの航空機に対処するには、航空機の駐機方式を自走式とし、旅客ターミナルビル

のコンセプトを1層方式とする方が、航空会社及びANATLにとって経済的に優れている。一方Code 

Eの大型ジェット機対応のためには、航空機出発到着時の地上走行における安全性の確保、多くの旅

客の搭乗・降機を効率的に行う必要性等の面で、旅客ターミナルビルを2層コンセプトとし、旅客搭

乗橋を設けるのが望ましい。 

上記を考慮し、本事業で整備する新国際線旅客ターミナルビルは1層方式とし、将来Code E航空機

が就航する時点で2層方式のターミナルビルを設け、本事業で整備するターミナルビルと接続するこ

とが可能な計画・設計とした。 

b) 国際線貨物ターミナルビル 

既存の貨物ターミナルビルの2倍を目安として計画した。なお予算の制約により事業コンポーネン

トを圧縮する必要が生じたため、本無償資金協力事業の対象外となった。 

c) 管制塔 

ANATLが滑走路を将来2500mに延長することを検討していることを踏まえ、将来滑走路がコモロ

川を越えて東側に延長（全長で2500m）されることを前提として管制塔目視高を決定した。 

d) サブステーション 

 新設サブステーション（SS-4）へは、先方負担でANATLが建設する20kV構内配電所から受電する。

新設管制塔（TWR）もANATLが建設する配電所からの電源供給をうける。20kV構内配電所及び下

図に記載された各電源局舎は、入札公示前までに先方負担で建設される予定である。 
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出典:JICA調査団 

図3-2-2.5 サブステーション  

e) エプロン  

当初は計画目標年時である2027年の需要に対処するため、小型ジェット用4スポットを設置する計

画であったが、予算の制約により事業コンポーネントを圧縮する必要が生じたため、供用開始目標年

次である2022年の需要に対応した3スポットとした。 

f) 誘導路 

航空機のエプロン出入りに柔軟に対処するため、当初はエプロンの両端に誘導路を設置（合計2本）

する計画であったが、予算の制約により事業コンポーネントを圧縮する必要が生じたため、エプロン

の西側１本の設置とした。 

g) 駐車場 

当初は計画目標年時である2027年の小型ジェット機3便の旅客に対処するため、260台分の駐車ス

ペースが確保できる計画としたが、予算の制約により事業コンポーネントを圧縮する必要が生じたた

め、共用開始目標年次である2022年の2便対応である170台分の駐車スペースを設けることを検討し

た。しかし事業コンポーネントをさらに圧縮する必要が生じたため、国際線ターミナルビル駐車場

(12,023m2)については本事業では粗造成までのみ実施し、舗装工事は本無償資金協力事業の対象外とな

った。また、アクセス道路の街灯についても対象外となり、新管制塔周りのみ本事業で設置する。 

h) 航空灯火 

当初は本事業で整備する誘導路・エプロンに係る航空灯火設置も本事業コンポーネントに含まれると
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想定していたが、予算等の制約のために本無償資金協力事業の対象外となった。これらの灯火は、

ANATLが実施する予定の滑走路延長及び航空灯火整備事業の一部として設置される。 

(2) 施設計画 

1) 新設国際線ターミナルビル 

a) 配置計画 

建物配置は空港全体配置計画に従って配置した。北側（エアサイド）には幅10mの将来拡張用地を

設け、南側（カーブサイド）には駐車場外周道路から30m離間距離を確保した。旅客ターミナルへの

接車フロントにはアーケード屋根を設ける。降雨及び日差しから利用者を保護するためのものである。 

新設ターミナルビルは国際線専用とする。その竣工後は既設ターミナルビルを国内線専用として運

用する。その既存ターミナルビルの外観デザインは現地伝統建築様式を模している。新設ターミナル

ビルではそれを採用しない。これはヒアリングで幾度も近代的なデザインを要望されたためである。 

構造グリッドは柱スパン寸法9.6mとして経済性を考慮した。東西12スパン、南北7スパンのうち

北側（エアサイド）の1スパンは屋根付の外部空間として乗客通路、荷捌場に供する。また北側2番

目のベイ2階に展望台を設ける。これはANATLから送迎用として要望された。既存空港にも同様の

展望台があり賑わいを見せている。展望台前面は全面保安用フェンスとする。そのほか空調用室外機

置場を設ける。2階はすべて屋外空間であり屋内空間は存在しない。 

1階室内空間は南北58m、東西115mの平屋建で1階床面積6,720m2となる。平面計画を工夫して面

積を圧縮してコストコントロールに留意した。1階平面全体を出発ブロック(青)、到着ブロック(赤)、

サービスブロック(黄)の3つにブロック分けする。 

西側に到着ブロック、東側に出発ブロックを配置する。この東西配置も将来増築方向に一致させ、

移設不可能なサービスブロックは中央に置き将来の増築の障害にならないようにした。 

詳細な仕上げ仕様は3-2-3概略設計図<AR-1-01>に記載されている。主な仕様は下記のとおり。現地

で一般的な材料を用いてコストに留意した。施工後のメンテナンス、補修も単純化できる。旅客部分

床上げはローラーカート使用を考慮して眠り目地が可能な石張りとした。 

・ 屋根: ガルバリウム鋼板折板屋根 

・ 外壁:  ブロック壁 +モルタル20t +アクリル塗装 

・ 内装天井:  LGS下地 +PB9t +岩綿吸音板12t 

・ 内装壁:   ブロック壁 +モルタル20t +アクリル塗装 

・ 内装床:   花崗岩石張30t600角(旅客部分)、磁器質タイル400角(サービス部分) 

造作家具については3-2-3概略設計図のとおり。チェックインカウンター、入出国検査ブース、待

合座席、ゲートカウンター、税関検査台の5点を建築工事に含める。このほかの一般的な置き家具は
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相手側の調達とする。 

 
出典:JICA調査団 

図3-2-2.6 新設国際線ターミナルビル配置図 

 
出典:JICA調査団 

図3-2-2.7 新設国際線ターミナルビル1階 

Y4 

X7 
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i) 出発ブロック 

上図、青色部分の1階平面東側に出発部分を設ける。エントランスは建物南側中央から若干西寄り

（X5-6,Y1）に位置する。そのあとターミナル持ち込み荷物保安検査>>チェックイン>>出国検査>>手

荷物保安検査の順で待合室に達する。乗客が直感的に理解できるよう単純な動線にした。乗客は常に

進行方向右手に窓開口を見るため方向感覚を失うことがないよう配慮した。 

また全体をコンパクトにして床面積を節約している。天井高さは4.5mとした。これは空間として

豊かと感じられる高さであるとともに空調ランニングコストを考慮して決定した。 

ターミナル持込み荷物保安検査エリアではSingle View X線検査機と金属探知機2組及び将来設置用

スペース1組分を確保する。東側の手荷物保安検査エリアではDual View X線検査機と金属探知機2

組及び将来設置用スペース1組分を確保する。預入れ荷物はBHSインラインで検査する。Dual View X

線検査機、ETD検査機各1台を設置する。 

表3-2-2.6に出発部分の機能施設ごとの施設規模を示す。 

 

表3-2-2.6 新設国際線ターミナルビル出発部分面積表 

 
出典:JICA調査団 

ii) 到着ブロック 

図3-2-2.5赤色部分の1階平面西側に到着部分を設ける。到着入り口は建物北側（X5,Y7）に位置す

る。そのあとビザ購入>>入国審査>>預け荷物受取り>>税関の順で出口に達する。出発ブロックと同じ

くワンルーム構成とした。乗客は出発ブロックと同じく進行方向右手に窓をみる。反対左側（東側） に

は各CIQ諸室がならぶ。これらは相手側CIQ担当者との直接打合せで要求された。到着乗客の検疫は

入国検査ゲート脇からモニターする。被疑者はHEALTH HOLD室に待機させたうえ係員付添いで市

内の保健施設へ搬送する。既設ターミナル税関では全数Ｘ線検査を行っている。新設ターミナルでは

これを近代化して検査処理能力を高める。（X2,Y4）部分の検査官デスクで検査必要者を振り分け、申

告不要者は西側のGREEN LANEを通過させる。動植物検疫は要検査者として税関エリアで手続きを

1. Departure Passenger Terminal Facilities
1-b  Check-in Hall (check-in counters)

Position of units 12  units
Area 1,190  m2

1-c  Emigration (Passport Control Counters)
Number of desks 8  units
Area 200  m2

1-d  Security Control
Number of security units 2  units
Area 255  m2

1-e Gate Lounge
Area 985  m2

Sub-total (A) 2,630  m2

本計画
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おこなう。表3-2-2.7に到着部分の機能施設ごとの施設規模を示す。 

表3-2-2.7 新設国際線ターミナルビル到着部分面積表 

 
出典:JICA調査団 

iii) サービスブロック 

サービスブロックはBHS、機械室、事務室、WC、店舗、CIPラウンジなど出発/到着部分を支援す

る施設を含む。また職員出入口と職員廊下を設けて乗客利用部分と区分した。これは業務効率向上と

保安安全性の向上に寄与する。職員出入口付近には中央管理室とサーバー室を設ける。これは防災セ

ンターとしての役割を持つ。物品搬入及びゴミ搬出はスタッフ入口を兼用する。床面積 7,000m2未満

の建物であれば合理的と考える。 

 
出典:JICA調査団 

 図3-2-2.8 (X7,Y4)職員廊下断面図 

2. Arrival Passenger Terminal Facilities
2-a  Immigration (Arrival Passport Control units)

Number of units 8  units
Area 340  m2

2-b  Baggage Claim
Number of device 2  units
Area 825  m2

2-c  Customs 
(1)  Custom X-ray Control for Non-declare

Number of units 1  units
Area 190  m2

(2)  Custom Control Area for Declare
Number of units 4  units
Area 310  m2

Sub-total (B) 1,665  m2
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図3-2-2.6のとおり（X7,Y4）部分で職員廊下とBHSベルトコンベヤーが交差する。これはBHS接

地面を1FL-1500まで下げて職員廊下段差を解消する。これはユニバーサルデザインと物品搬入を考慮

した。 

（X3,Y1）の職員出入口には相手側が設置するX線検査機設置スペースを確保する。職員廊下から

出発ロビーへの入口部分（X8,Y4）にSingle View X線検査機及び金属探知機1台ずつを設置する。 

この部分では物販用搬入物の検査も行う。 

店舗、CIPラウンジは空港会社テナント収益として重視する。相手側から要望されたVIP室をCIP

ラウンジの一部分として設ける。店舗、CIPラウンジとも専用の内装及び設備工事はテナント工事と

して相手側が行うこととする。したがって内装仕上げはモルタル仕上壁、岩綿吸音板天井など一般的

なものとする。空調、電気設備も技術上及び法規上必要な最小限のものを設置する。 

表3-2-2.8にサービスブロックの施設別規模を示す。 

表3-2-2.8 新設国際線ターミナルビルサービスブロック面積表 

 
出典:JICA調査団 

b) 防災計画 

関連法規として日本の建築基準法を参照した。現地建築主事及び消防署とのヒアリングで日本法規

を使って良い旨確認している。平屋であるため防災計画は比較的単純である。複雑な関連設備を排除

してコストを考慮した。またメンテナンスも簡便化できる。 

i) 防火区画 

防火スプリンクラーなどの自動消火設備は設けない。建築基準法の面積区画規定にしたがい床面積

1500m2を超えないよう防火設備(防煙防火シャッター及び防火扉)で区画する。また倉庫、電気機械室

3. Other Terminal Facilities
3-a CIP Launge (WC, VIP Room included) 200  m2

3-b Concessions 370  m2

3-c  Airline and Other Office 290  m2

3-d  CIQ Office 215  m2

3-e Central Control (Server Room included) 40  m2

3-f WC in 6 locations 370  m2

3-g BHS Room 105  m2

3-h Mechanical / Electrical Room 250  m2

3-j Storage 100  m2

3-k  Other (corridor, the other technical premises) 485  m2

Sub-total (C) 2,425  m2

Grand total (A+B+C) 6,720  m2
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なども火災荷重を考慮して区画する。区画壁は防火ブロック造とする。設備ライン貫通部分について

は防火ダンパを設置する。 

 

出典:JICA調査団 

図3-2-2.9 新設国際線ターミナルビル防災計画図 

ii) 排煙区画 

出発ブロック、到着ブロックのワンルーム空間は建築基準法にしたがい床面積の1/50以上の排煙上

有効な排煙窓を設ける。防煙区画各部分より水平距離30m以内になるよう排煙窓を設けた。各排煙窓

は手動オペレーター式とする。機械排煙設備は排除してメンテナンス簡易化する。サービスブロック

廊下240m2は避難上の安全の観点から100m2ごとに防煙垂壁で防煙区画する。事務所、テナント部分

などのその他の居室はすべて100m2以下に区画されている。 

iii) 避難距離 

基準法施行令 125 条により居室の各部分から屋外への出口の一に至る歩行距離は 100m以内とする

よう規定されている。出発ブロック、到着ブロックについては旅客使用を考慮して歩行距離50mを目

安として避難距離を確認した。旅客使用部分はすべて外部に面しているため直感的に避難できる。 

c) 構造計画 

平屋建てで、屋根部分の鉄骨構造平屋と設備機器等設置部分の RC 構造平屋から構成。鉄骨は簡易

なトラス構造を採用。1F床は土間コンクリートを採用。基礎は直接独立基礎を採用し支持地盤耐力は

載荷試験にて確認する。また、土間コンクリート下部50cmは突き固めを行い、現場密度試験（FDT）
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において、95％で締固め度確保を確認することとした。 

d) 設備計画 

i) 電気設備計画 

ア) 幹線・動力設備 

新設国際線ターミナルビル(PTB)は SS-4 電源局舎から 3 相 4 線 50Hz、380/220Vの低圧配電方式で

電力の供給を受ける。動力回路は3相380V、電灯・コンセント回路は単相220Vとする。 SS-4電源

局舎からPTBへの幹線ケーブルのサイズはPTB内の最遠負荷点での電圧降下が6%以下となるように

考慮する。 

イ) 照明・コンセント設備 

基本的に部屋単位で電気料金が徴収できるよう電力量計付の分電盤を部屋ごとに計画し、部屋単位

で照明・コンセントの回路を構成する。ランプは省エネを考慮してLEDとし、維持費の軽減をはかる。

停電時、発電機よりの給電が開始されるまでの無灯火状態を回避するため、バッテリー内蔵型非常照

明を計画する。また、避難通路及び出入り口には誘導灯を計画する。各エリア及び部屋の平均照度は

下記とする。 

・ コンコース、チェックインホール、トイレ： 250ルックス 

・ 出発ホール、到着ホール、手荷物受け取り場、VIP/CIPラウンジ、店舗： 300ルックス 

・ エアライン事務所、空港管理事務所、CIQ事務所： 400ルックス 

・ 倉庫、機械室：150ルックス 

チェックインカウンターは局部照明により、業務に支障のない照度(最低 400 ルックス)が得られる

ようにする。 

コンセントは掃除機の使用を考慮して100平方メートル当たり1個以上のコンセントを設ける。出

入国管理ブース、チェックインカウンター等にはコンピュータの使用を考慮して、ブースごとにコン

セントを設ける。ターミナルビル内のすべてのコンセントは停電時発電機でバックアップされるが無

停電電源ではない。従ってコンピュータを使用する際はUPS（無停電電源装置）を使用者側で準備す

る必要がある。広告用ディスプレイ、トイレのハンドドライヤー用には専用のコンセントを設ける。 

ウ) 電話設備 

外部からの問い合わせ窓口を明確にするためエアライン事務所、空港管理事務所、CIQ事務所等に

IP電話を計画する。IP-PBXは最低12回線の外線容量、80回線の内線容量をもつ仕様とする。 

エ) 情報ネットワーク設備 

エアラインのチェックインシステム、CIQ事務所、空港管理事務所と空港外部の所属組織とのデー
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タの受け渡しまた、インターネットへの接続に必要となる情報ネットワークを計画する。なお外部所

属組織との通信に必要な ISPとの契約、モデム/ルータ、ファイアーウオール等は本プロジェクトには

含まない。 

PTB内の各ネットワーク間のセキュリティはV-LANによるものとし、物理的な離隔は計画しない。

図 3-2-2-9にデータネットワークの概念図を示す。 

 

出展：JICA調査団 

図 3-2-2.10 データネットワークの概念図 

オ) 放送設備 

一般業務放送、出発旅客への搭乗案内、非常放送等の目的で放送設備を計画する。中央からの放送

に加え、チェックインカウンター及び出発ゲートからも個別の放送が出来る仕様とする。放送系統は

最低次の13系統とする。 

・ 管理・事務一般放送：ゾーン11 

・ 到着・出発パブリックエリア：ゾーン9 

・ チェックインホール、出国カウンター：ゾーン1 

・ 出発ホール、店舗、CIP & VIPラウンジ：ゾーン2, 6, 7, 8 

・ 到着ホール、入国カウンター、手荷物受け取り場、税関検査：ゾーン4, 3, 5 

・ 予備回路：ゾーン12, 13 

・ 一斉放送・非常放送：すべてのゾーン 
※各ゾーン番号の位置は概略設計図で示す。 

     

L3 
Switch 部屋番号67サーバー室（24ポートスイッチ

4台、メイン・スタンバイ構成、 
48 ポート供用） 

ANATL用 
ルータ 

税関用ルータ 

エアライン用 
ルータ 

インターネット用 
ルータ 

 イミグレーショ
ン用ルータ 

健康局用 
ルータ 

 データネットワーク用スイッチは下記のデータグループとバーチャルネットワーク(VLAN)で
共用する。 

 エアライン用ネットワーク：22 データポート 

 イミグレーション用ネットワーク：17 データポート 

 健康局用ネットワーク：2 データポート 

 税関用ネットワーク：4 データポート 

 インターネット接続用：13 データポート 

 ANATL 用ネットワーク：1 ポート 

 
部屋番号80サーバー室（24 ポートスイッ

チ 4台、メイン・スタンバイ構成、 
48 ポート供用）) 

L3 
Switch 

ルータは其々の使用者 
負担工事 

光ケーブル 

RJ45データポート RJ45データポート 
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カ) フライトインフォメーション設備（FIDS） 

リアルタイムにフライト情報を出発旅客及び出迎えの人々に伝えるためにフライトインフォメーシ

ョン設備を計画する。FIDSのオプションとして広告掲示ディスプレイを計画し、観光客へ東ティモー

ル国の魅力所を発信する。図3-2-2-10にFIDSの概念図を示す。 

 

出展：JICA調査団 

図3-2-2.11 FIDS概念図 

キ) CCTV設備 

国際線旅客ターミナルビル内の不審物、不審者等を監視するために空港セキュリティ用CCTV設備を

計画する。監視範囲はターミナルビル内部とビル外周のみとする。 

ク) ビルディングマネジメント設備 

点在する冷房機器を一元的に監視・制御し、最小のエネルギーで最大の空調効果を得るためにビル

ディングマネジメント設備を計画する。同設備は受変電施設、非常用発電機、加圧ポンプ、汚水ポン

プ等の運転状態、故障等の表示を行う。また、PTBの旅客エリア、職員通路、道路・駐車場及びエプ

ロン照明の点滅を合わせて行う。 

ケ) 自動火災報知設備 

日本の消防法に準拠して自動火災報知設備を計画する。 

コ) 避雷設備 

 

FIDS 操作用 PC 
 (エアライン)  

FIDS サーバ
ーおよび 
スイッチ 

FIDS 操作用
PC (ANATL) 

PC 

FIDS 用 
スイッチ 

事務所用 FIDS 
ディスプレイ 

旅客用 FIDS 
ディスプレイ 

広告掲示ディスプレイ 

旅客用情報 

ディスプレイ 

チェックインカウンター

FIDS ディスプレイ 



3-25 
 

屋根の形状から外部雷保護システムはメッシュ法で計画する。保護レベルは IVを適応、従って20m

幅のメッシュとなる。なお引き下げ導線システムは構造体利用引き下げ導線とする。内部雷保護シス

テムとしてSPDを各盤に設置する。 

ii) 機械設備 

ア) 給水設備 

既存の深井戸の水量が足りないので、新ターミナル用の水源を確保するため、新設電源局舎（サブ

ステーション 4）の脇に新たに深井戸を設ける。一日の使用量に対し、最低限として 1/2 の容量の受

水槽と加圧給水装置をサブステーション4にある機械室に新設し、新ターミナルビルと管制塔へ給水

することとする。 

 

出展：JICA調査団 

図3-2-2.12 給水設備 

イ) 汚水排水処理設備 

新ターミナルビルの汚水排水は、単独の地下浸透処理方式の簡易浄化槽（Septic Tank）を設置し、

緑地内で処理する。現地では水源を井戸に依存しているので、地下水の汚染を極力防ぐため、簡易浄

化槽及び地下浸透処理エリアは新ターミナルビルより南西方面約 330m 離れる場所に設け、その途中

で、汚水ピット（Sump Pit）を経由し、汚水・汚物ポンプにより汚水排水を搬送する。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-2.13 汚水排水処理設備 

ウ）消火設備 

現地消防法規がないので、日本の消防法に準拠して屋内消火栓設備を計画する。消火用水槽は受水

槽と兼用し、屋内消火栓ポンプ等をサブステーション-4 にある機械室に設置し給水することとする。

また、ターミナルビル内には、法規に従い必要な箇所に消火器を計画する。 

 

エ）空調・換気設備 

空気調和設備は維持管理費の低減、通常時及び機器故障時の維持メンテンの容易さを考慮し、空冷

式のパッケージ空調機（冷房専用のスプリットタイプ）によるマルチと個別方式とする。 
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パブリックエリアのチェックインホール、ゲートラウンシ、バゲージクレーム、出入国審査、税関

エリアに対し、天井ダクトタイプあるいは天井カセット型を採用する。その他の空調対象室、即ち各

オフィス、VIP ルーム、CIP ラウンジ、及び中央制御室などの空調室内機は天井カセット型または壁

掛け型として各室に温度調整用のコントローラーを設置する。 

また、各居室への新鮮空気の取入れは、直膨コイル床置型空調機（外調機）による単一ダクトを採

用する。冷房の設計外気条件については、乾球温度＝34.9℃、相対湿度＝69.5％、計画室内温度は 24

～26℃とする。 

表3-2-2.9 冷房設計室内条件 

部屋名前 
乾球温度 

DB (℃) 

相対湿度 

RH (%) 

Check in Hall 

Emigration/Immigration 

Security Control  

Arrival Bus Station 

Gate Lounge 

Baggage Claim 

Customs 

CIP/VIP Lounge 

Concession/Tenant Areas (CC) 

25℃ 

( 2 ºC DB) 

50% 

(result) 

Corridor 
28 ºC 

( 2 ºC DB) 

50% 

(result) 

Offices 

Smoking (Room) 

26 ºC 

( 2 ºC DB) 

50% 

(result) 

Central Control 

Server 

24 ºC 

( 2 ºC DB) 

50% 

(result) 
出典:JICA調査団 

トイレ、機械室、電気室、食器室、喫煙室及び倉庫などに臭気、熱または塵埃などを排出する機械

換気設備を設置する。 

表3-2-2.10 換気設備設計条件 

No. エリア/部屋 

換気方式 
換気回数 

（回/時） 
第1種 

給気と排気 

第2種 

給気のみ 

第3種 

排気のみ 

1 トイレ（Public）   ○ 15 

2 トイレ（Private）   ○ 10 



3-28 
 

3 Janitor（SK）   ○ 15 

4 Pantry   ○ 5 

5 機械室 ○  ○ 5 

6 電気・分電盤室   ○ 4 

7 喫煙室（Smoke）   ○ 35 

8 倉庫（Storage）   ○ 5 
出典:JICA調査団 

 

 

e) 空港特殊設備 

荷物ベルトコンベヤーシステム（BHS）は出発側1台、到着側2台を設置する。出発側ではバック

アップ用ルートを設けない。これは保守メンテナンス能力を向上させて先進国と同レベルの運用を行

うことで補う。また各BHS専有部分は防火防炎シャッターで区画する。 

f) 障がい者対策 

ユニバーサルデザインとは障がい者のみならず、一般の健常者にも「誰にでも、わかりやすく、利

用しやすい」というコンセプトである。 

今回、ターミナル設計においては、この点を加味しながら、設計をおこなっている。先ず、「誰にで

も、わかりやすい」という点においては、単純で明快な動線計画を指向して、基本的には案内表示が

なくても動きやすい設計としている。同時に、車いすの利用客にも移動しやすい動線としており、カ

ーブサイドの車寄せの斜路、出入国審査のブースも車いすが簡単に通過できる間隔を設けた設計とし、

ランプサイドも同様に斜路を設けている。 

次に、「利用しやすい」点においては、「だれでもトイレ」を全てのトイレに配置し、車いすの旅客

にも利用しやすい内部形状とした。また、トイレ内の内部の壁と便器との色のコントラストを考慮し

て、弱視の人にも位置関係を把握しやすい形状と色彩計画を行っている。 

また、案内表示板についても文字を大きく、文字の背景とのコントラストにも考慮して弱視の人にも

「見やすい、判りやすい」を基本に設計している。 

最後に、ユニバーサルデザインには基準やマニュアルは存在しない。つまり、今回の設計で終わり

ではなく、その後「よりわかりやすい、より使いやすい」という事を追求していく事が基本コンセプ

トであるため、運用期間中においても、「どうすれば、よりわかりやすいか、どうすればより使いやす

いか」という改善策を継続して考えていく必要がある。 
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2) 新設国際線貨物ターミナルビル 

a) 建築計画 

南北12m、東西32mの平屋建とする。延床面積400m2は既存建物の2倍を目安とした。倉庫保管ス

ペース以外に事務室を設ける。これは現時点での業務実態ではなく将来の拡充を想定した。保管庫床

はトラック荷台高さまでかさ上げすることはしない。ただし出入口はシャッターとして搬出入を考慮

する。出入口周囲には天候を考慮して外壁面に深さ 4m の庇を設ける。外壁はモルタル＋ペンキ仕上

げ。屋根はガルバリウム鋼板折版とする。空調設備は設けず自然換気で対処する。 

 
出典:JICA調査団 

図3-2-2.14 新設貨物ターミナルビル1階平面図 

b) 構造計画 

平屋建てで柱RC梁は簡易な鉄骨トラス構造。1F床は土間コンクリートを採用。基礎は直接独立基

礎を採用し支持地盤耐力は載荷試験にて確認する。また、土間コンクリート下部 50cm 突き固めを行

い、FDTで締固め度95%以上を確認した。 

c) 設備計画 

i) 電気設備計画 

新国際線旅客ターミナルビルの電気設備計画に準拠して照明・コンセント設備、電話設備、自動火

災報知設備及び避雷設備を計画する。 
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ii) 機械設備計画 

新設国際貨物ビルに対し、空調及び機械換気設備は設けず、建築サイドに自然換気で対処する。 

3) 国際線駐機エプロン 

a) 設計条件 

i) 所要施設規模 

- 小型ジェット（コードC） x 3 スポット、自走式 

 

ii) 設計対象航空機 

 設計対象航空機は小型ジェット機であるが、将来の拡張計画においては大型ジェット機（ICAO Code 

E）対応を考慮した。 

表 3-2-2.11 設計対象航空機 

機 種 翼 幅 全 長 尾翼高 備 考 

小型ジェット機 （ICAO Code C）   

B737-900ER winglet 35.79 m 42.11 m 12.55 m Sriwijaya 

B737-800 winglet 35.79 m 39.47 m 12.55 m Sriwijaya 

B737MAX-8 35.8 m 39.5 m 12.5 m Silk Air 予定 

B737-500 28.88 m 31.01 m 11.15 m 737-500 

A320-200 34.1 m 37.57 m 11.76 m Citilink, Silk Air 

A319-100 34.1 m 33.84 m 11.76 m Silk Air 

E170 26.00 m 29.90 m 9.67 m Airnorth Regional 

大型ジェット機 （ICAO Code E）    

B777-200 60.93 m 63.73 m 18.51 m  

B787-8 60.12 m 56.72 m 16.92 m  

A330-300 60.30 m 63.69 m 16.74 m neo も同寸 

A330-200 60.30 m 59.00 m 17.89 m neo も同寸 
出展：各航空機メーカー資料等 
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b) 平面計画 

エプロンの平面計画は下表に示す ICAO Annex 14 の新基準 （Amendment）に準拠し、将来大型ジ

ェット機が就航した際にも対応できる平行誘導路及びエプロンの配置で計画した。駐機方式は既存エ

プロンでの方式を踏襲し45度斜め駐機でパワー・インする形態とした。次にノーズイン・プッシュア

ウト式の駐機位置で対象航空機の尾翼が転移表面に抵触しないことを検証して決定した。 

表 3-2-2.12 空港基本施設の幅員・離隔距離に係るICAO基準 

幅員・離隔距離 最小値 備考 

滑走路幅 45 m 将来Code 4 以上 

着陸帯（片側） 140 m 将来精密進入 

滑走路と並行誘導路間 172.5 m 将来の拡張を考慮（Code E） 

平行誘導路間 76 m 将来の拡張を考慮（Code E） 

平行誘導路と障害物間 43.5 m 将来Code E 

 26 m 本事業のCode C 

スタンド駐機中の航空機と障害物間 7.5 m 将来Code E 

 4.5 m 本事業Code C 

誘導路幅 23 m 将来Code E 

 15 m 本事業Code C 

ショルダーを含む誘導路幅 44 m 将来の拡張時 Code E以上 

 25 m 本事業 Code C 
出展：ICAO資料（Annex 14及びProposal for the amendment of Annex 14, Volume I and PANS Aerodromes, 19th April 2017） 

さらに本事業の対象機材のうち全長・翼幅が最も大きいB737-900ER winglet（Code C）の誘導路・

エプロンでの走行軌跡を描き、ICAO Annex 14による以下の離隔距離が確保されていることを確認し

た。 

・誘導路直線部分・曲線部分でのメインホイール外側と誘導路エッジの離隔距離 3m以上（Code C） 

・駐機スポットを使用している航空機と移動中の航空機や障害物との離隔距離 4.5m以上（Code C） 

 



3-32 
 

 
出展：JICA調査団 

図3-2-2.15 エプロンにおける航空機駐機図 

一方、エプロンと旅客ターミナルビルとの間に、GSE通路として幅員5m×2レーン、GSEエリアと

して10mを設置する。GSE通路とビルとの間には埋設管用地を5m幅で確保する。新しいエプロンと

既存ターミナルとを連絡するGSE道路を設計する。 

C) 舗装 

エプロンは、コンクリート舗装として計画した。舗装設計は、米国連邦航空局（FAA）の空港舗装

設計と評価（FAA AC150/5320-6F）を参考に実施した。国際線の就航機材をB737-900ER、A320-200、
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Embraer ERJ170、国内線を DHC6 とし、需要予測から便数の年間増加率を算出し、設計耐用年数 20

年間の離陸回数から舗装構造を設計した。エプロン舗装の構造は下記に示すとおりである。 

 

表3-2-2.13 エプロンの舗装構造 

舗装構造 舗装厚 

コンクリート舗装 38cm 

上層路盤（セメント安定処理） 13cm 

下層路盤（砕石） 20cm 

路床の設計CBR（路床改良後） 8% 
 出典:JICA調査団             

また、地質調査の結果、現地盤のCBRが0％と低いことから路床改良を計画する。コンクリート舗装

の路床厚を1.0mとし経済的な路床改良厚を算出し75cmとした。路床改良後の合成CBRは8%である。

GSE部分の路床改良厚は60㎝とした。 

  

表3-2-2.14 エプロンショルダーの舗装構造 

舗装構造 舗装厚 

表層 5cm 

基層 5cm 

上層路盤（粒度調整砕石） 15cm 

下層路盤（砕石） 17cm 

路床の設計CBR（路床改良後） 8% 
出典:JICA調査団             

 

4) 誘導路 

a) 設計条件 

幅員・横断構成を、B737/A320型機対応として誘導路幅は最小15 mとする。ショルダーについては、

表3-2-2-3.12 に示す改訂Annex 14に準拠し、誘導路灯の設置を考慮して設計する。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-2.16 新ターミナル地区エアサイド標準横断 

 

b) 平面計画 

本プロジェクトで整備する誘導路は、新設国際線駐機エプロンと滑走路とを接続する取付誘導路で

ある。従ってエプロンと同様の設計対象航空機が走行することを設計条件とする。取付誘導路の数は

エプロンを出入りする航空機の柔軟な運用を考慮すると2本が望ましいが、初期費用を最小限に抑え

るため今回プロジェクトでは下図3-2-2.16のように取付誘導路1本を設けるものとする。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-2.17 誘導路平面計画 

c) 舗装計画 

誘導路とショルダーはアスファルト舗装として計画し、舗装構造はエプロン舗装と同じ条件を使用

し計画した。各舗装構造は以下に示すとおりである。 

 

表3-2-2.15 誘導路及びショルダー舗装構造 

舗装構造 誘導路 舗装構造 ショルダー 

表層 6cm 表層 5cm 
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舗装構造 誘導路 舗装構造 ショルダー 

基層 6cm 基層 5cm 

路盤安定処理（セメント安定処理） 13cm   

上層路盤（粒度調整砕石） 15cm 上層路盤（粒度調整砕石） 15cm 

下層路盤（砕石） 25cm 下層路盤（砕石） 17cm 

路床の設計CBR（路床改良後） 8% 路床の設計CBR（路床改良後） 8% 
出典:JICA調査団 

 また、地質調査の結果、現地盤の修正CBRが1％と低いことから路床改良を計画する。アスファル

ト舗装の路床厚を1.5mとし経済的な改良厚を算出し90cmとした。路床改良後の設計CBRは8%であ

る。 

5) 航空灯火 

本業務範囲において整備する航空灯火施設は新設されるエプロン及び誘導路に対応した誘導路灯、

誘導案内灯、飛行場灯台、エプロン照明灯、新管制塔建設に伴う飛行場灯台で、空港を夜間に使用す

るために設置される。 

設置する灯器は ICAO第 14付属書及びディザインマニュアル第4部、第5部に規定された要求条件

を満たすものとする。航空灯火の設計において ICAOに詳細な要求条件が示されていない灯火につい

ては、日本の国土交通省航空局が規定している「飛行場灯火設置要領(陸上飛行場)」及び「技術基準 誘

導路照明」に従い設計を行うものとする。 

既設航空灯火用変電所が撤去されるため ANATL 側は滑走路灯火、進入灯火の整備、灯火用監視制

御装置の設置、灯火に電源を供給する航空灯火用変電所SS-2の建設等を行う事になっている。 

本事業における航空灯火施設と ANATL 側の整備する航空灯火施設は両方が完成して機能するが、

本業務現地調査時点でANATL側の設計発注は行われておらず完成時期及び、ANATL側が設置する装

置メーカー等は未定である。 

本事業において整備する航空灯火施設は、完成後は ANATL 側のシステムと一体になり運用される

必要があり、システム構成上インタフェースを取る事の出来るものでなければならない。しかし前記

の状況から完成時期が異なる前提で設計を行う必要があり、本業務においては接続を単純化するため

に誘導路灯用 CCR、飛行場灯台、エプロン照明灯のみの監視制御を行う装置を用意し、ANATL 側の

システムが完成した時点で監視制御装置間での接続を行う事の出来るシステム構成とする。 

以下に各灯火施設の設計を行う。 

a) 誘導路灯 

i) 誘導路灯の配置 
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誘導路灯は ICAO ANNEX14に誘導路縁の外側3m以内に設置する事が規定されている。既設誘導

路灯は誘導路縁から約 1.5m の位置に設置されている事から、新設する誘導路及びエプロンについて

も、誘導路及びエプロン縁から1.5mの位置に設置するものとする。 

誘導路は直線部、曲線部から構成され、曲線部は曲率半径の異なる複雑な形状を持つ。誘導路灯は

パイロットに対し誘導路及びエプロンの形状について誤解を与えない配置とする事が求められる。し

かし ICAOには詳細な灯器の配置方法が示されていない事から、誘導路灯の配置は「技術基準 誘導路

照明」に従い設計を行う事とした。その結果、設置する灯数は47灯となる。 

滑走路及びエプロンの出入り口を示す位置に 1.5m の間隔に 2 灯誘導路灯を配置する。なお、滑走

路からの出口を示す位置の灯火については、滑走路灯の灯列線から1m外側の位置に1.5mの間隔に2

灯誘導路灯を配置する。 

以下に「技術基準 誘導路照明」の抜粋を示す。 
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出展：国土交通省 

図3-2-2.18 航空灯火の設置基準 
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ii) 誘導路灯の電源供給及び負荷容量 

ANATLにより、航空灯火施設に電源供給を行う変電所SS-2が建設される。設置誘導路灯回路はSS-2

内に定電流調整装置（CCR）を設置し、直列点灯回路により誘導路灯及び誘導案内灯に電源を供給す

る。負荷容量の算出においてはLED 型誘導路灯器 12W（想定値）、ゴムトランスは 30W を設置する

ものとして算出を行う。容量算出は国土交通省航空局の「航空保安業務用電源設備標準設計指針」に

準拠して算出を行なう。以下の表に算出結果を示す。計算結果からCCRは 4kVAを採用する。 

表3-2-2.16 誘導路灯負荷容量計算 

 
出展：JICA調査団      
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b) 誘導案内灯 

誘導案内灯の配置は「飛行場灯火設置要領」に従い配置を行なう。設置する灯器は誘導路と滑走路

の接続点付近に誘導路名と方向を示す灯器、誘導路の停止位置標識の延長線上の両側に滑走路待機位

置を示す灯器とする。 

① 滑走路出口に誘導路名と方向を表示する情報表示板（黄地に黒文字）を設置する。 

設置する誘導案内灯(2文字)：2灯 

② 滑走路待機位置に滑走路指示番号表示板（赤地に白文字）を、誘導路名を示す位置表示板（黒

地に黄文字）と組み合わせ設置する。 

設置する誘導案内灯(6文字)：2灯 

誘導案内灯への電源供給は、誘導路灯回路と同一回路とし、ゴムトランスを介して誘導案内灯に電

源を供給する。 

c) 飛行場灯台 

飛行場灯台の設置場所は空港に隣接した場所又は空港用地内とし、飛行場灯台の光柱が離陸又は着

陸する航空機のパイロット及び管制塔 VFR 室にいる航空管制官に視認障害を与えない場所に設置す

る事が求められる。 

管制塔の屋上は空港内で最も高い位置である事、管制塔の屋上から発する光柱は管制塔VFR室を照

射する事は無く、設置位置として管制官への影響が最も少ない位置と考えられる事から、飛行場灯台

は新管制塔の屋上に設置する事とする。 

飛行場灯台には単相220V、発電機によりバックアップされた電源が供給される。 

飛行場灯台への電源供給及び制御用にABN盤を、管制塔VFR室の下の階にあるEPS内に設置する。

ABN盤の盤には遠方/直接切換スイッチ、ON/OFFの状態表示ランプ、ON/OFF操作スイッチを設ける

ものとする。また、航空灯火監視制御装置から ABN の点灯制御及び状態監視を行うものとする。表

に監視制御機能を示す。 

表3-2-2.17 飛行場灯台監視制御項目 

出典:JICA調査団 
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d) エプロン照明灯 

エプロン照明灯はエプロン内の航空機駐機位置スタンド及び旅客ターミナルビル前の GSE 車両通

行帯に対して照明を行う事とする。 

i) エプロン照明灯の要求条件 

エプロン照明灯の高さはパイロットにまぶしさを与えず、管制塔の管制官の視認を妨げない高さに

設定するものとする。エプロン照明灯は以下の条件を満たすものとする。 

①  駐機スポット内は平均水平面照度20lx以上とし、均斉度は4：1 (平均：最小)とする。 

②  GSE車両通行帯は平均水平面照度10lx以上とする。 

③  夜間駐機のスポット内の平均水平面照度は、10lx以上とする。 

ii) エプロン照明灯投光器設置高さ 

エプロン照明灯投光器の高さは、ICAO デザインマニュアル第4部にパイロットにグレアを与えな

いよう、原則として航空機上のパイロットの目の高さの２倍以上とする事が推奨されている。 

エプロン照明灯の高さは、対象航空機をB737及びA320として設定を行う。対象航空機とパイロッ

トの目の高さの関係を下表に示す。 

表3-2-2.18 対象機種と目の高さ 

機 種 パイロットの目の高さ 

A-320 4.56 m 

B-737(-100,-200) 3.73 m 

B-737(-300,-400,-500) 3.56 m 
出典:JICA調査団 

表より A-320 のパイロットの高さが 4.56m である事から、必要な投光器の設置高さは 2 倍以上の

9.12m以上となるが、照明対象となるエリアは灯柱の前面 20mの範囲のGSE通行帯、その先60mの

駐機スポットであり、灯柱から約80mまでの範囲をカバーする必要がある。投光器設置高さが低い場

合遠方の照度確保が厳しくなり、広い範囲を均一に、良好な均斉度で照明する事が困難になる。日本

国内の空港における、上記寸法のエプロンの例では、要求条件を満たすために灯器高20mに設定され

ている事例が一般的である。従って他の事例に従いエプロン照明灯の設置高は20mに設定する。 

iii) エプロン照明灯柱の配置 

エプロン照明灯は航空機による影を少なくするために複数の方向からの照明が推奨さ入れている。

本業務において駐機スタンドを2方向から照射できる配置として、エプロン照明灯柱の位置は駐機ス

タンドの両端及び中間位置の4か所に配置する事とし、灯柱間隔は駐機スタンド幅と同じ60mに設定
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する。下図に概略の照射対象と要求照度、投光器の照射方向を示す。 

 

                               出展：JICA調査団 

図3-2-2.19 エプロン照明灯柱の配置及び照明範囲 

iv) 灯器の選定 

エプロン照明灯用投光器は一般的にメタルハライドランプ及び高圧ナトリウムランプが採用されて

きた。しかしこれらのランプは、停電時の商用電源から発電機回路への切り替え時及び発電機回路か

ら商用電源への復帰時に、一旦消灯した後の再点灯に数分を要していた。ICAO ディザインマニュア

ルには、対策としてハロゲンランプの設置が推奨されているが、効率の悪さ及び寿命の短さの問題が

ある。LEDランプの性能向上に伴いエプロン照明灯用投光器用にLED型の投光器採用が増えている。

LED型の採用により再点灯時の問題が無くなり、以下に示す利点もある事から本業務においてはLED

型投光器を設置するものとする。 

① 瞬時に再点灯が可能である。 

② メタルハライドランプ、高圧ナトリウムランプに比較してランプ寿命が長く、ランプ交換作業

が無くなる。 

③ メタルハライドランプ、高圧ナトリウムランプに比較して消費電力が大幅に少ない。 

④ エプロン照明灯の演色性改善のため高圧ナトリウムランプとメタルハライドランプの混光照明

が行われるが、LEDランプは灯光の演色性が良いため混光照明を行う必要が無い。 
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v) エプロン照明灯の必要灯数算出 

設計対象： ① 駐機スタンド 60mｘ60.5m x 3=10,890m2、照度 20lx 

 ② GSE車両通行帯 180m x 20m=3,600m2、照度 10 lx 

光束法により上記照度を確保する為の必要ルーメン数を算出する。 

E = F x N x U x M / A 

E:照度(lx) 

F:光束(lm) 

N:灯数 

U:光束利用率 0.45とする 

M:保守率 0.7とする 

A:面積(m2) 

駐機スタンド 60m x 60.5 m x 3=10,890m2スポット、照度20 lx 

FN=EA/UM= 691,429 (lm) 

GSE車両通行帯 180mｘ20m=3,600m2、照度10 lx 

FN=EA/UM= 114,286 (lm) 

691,429 + 114,286 = 805,715(lm) 

全体で必要となる光束は805,715 lmとなる。1駐機スタンドを2方向から照射する事、非駐機時に

は減光する事、駐機スタンド内の照度の均斉度を確保する事、全般照明とスポット照明の切替を行う

事から経験上1駐機スタンド当たり5灯程度が適当と考えられる。 

3駐機スタンド x 5灯＝15灯とする。 

1灯当たりの必要光束は 

805,715 ÷ 15=53,714 lmとなる。 

以上により、1灯当たりの灯器の光束は54,000 lm以上の灯器を選定するものとする。 

貨物ビル前についてはエプロンが無く別途照明を用意する必要があるため、貨物ビル前の照明用に

1灯追加設置する事とし合計16灯設置する。 

エプロン照明灯はLED型の灯光器を採用することとした。ランプ方式の投光器はランプ光束による

性能表示で、LED型の投光器は灯器光束で性能表示される。LED型投光器の場合上記計算以上の性能

が得られ安全サイドの結果となると考えられる。エプロン照明灯の灯器承認時に、提案された灯器で

ICAOが規定している配光が確保が可能かどうかの検証を行う必要がある。 
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vi) 電源供給 

LED型エプロン照明灯用灯器の例としてADB社製のエプロン照明灯用灯器 R2 600mA型が56,812 

lm 466Wである。また、Panasonic製のLED型エプロン照明灯用灯器は54,000lm 500Wであり、前記

の要求条件54,000 lmを満たしている。 

したがってエプロン照明灯の負荷容量は、灯器 1 灯当たりの負荷容量を 500W（想定）とし、エプ

ロン照明灯への電源供給の検討を行う。 

エプロン照明灯の近くで、電源供給が可能な場所として旅客ターミナルビル内の機械室が適当と考

えられる。従って機械室内にエプロン照明盤を設置しエプロン照明灯に電源を供給するものとして設

計を行う。 

エプロン照明灯用の電源として 3 相 4 線 380V-220V の発電機によりバックアップされる電源を機

械室内の配電盤から供給を受けるものとする。 

エプロンは3駐機スタンドが設けられるが、電源容量としてエプロンが1機分拡張された場合でも

対応可能な4駐機スタンド分の電源容量は以下となる。 

5灯x 4 x 500W＝10,000W 

エプロン照明灯用10kWに制御電源分として1kWを加え、エプロン照明灯回路に必要な負荷容量は

11kWとする。 

vii) エプロン照明灯の運用 

旅客ターミナルビルにビル内の設備を管理するための BMS が設置される。一般的にエプロンの運

用は旅客ターミナルビルの運用と関連する場合が多い。従ってエプロン照明灯は航空灯火監視制御装

置及びBMSにエプロン照明灯の点滅状態の監視、ON/OFF制御を行う機能を持たせるものとする。 

エプロン照明盤の盤面には遠隔制御切換スイッチ、エプロン照明盤から直接制御モード時の操作ス

イッチ及び点灯状態表示ランプを設けるものとする。 

エプロン照明灯には航空障害灯が設置される。航空障害灯は周囲が暗くなった時に自動的に点灯す

る様に、光電センサーを旅客ターミナルビル外壁に取付、その信号をエプロン照明盤に取り込み自動

点滅制御を行うものとする。なお、航空障害灯回路用に盤面に自動・手動の切替スイッチを設け、手

動を選択時に押しボタン操作により点滅操作ができるものとする。 
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表3-2-2.19 エプロン照明灯監視制御項目 

 
出典:JICA調査団 

e) 航空灯火監視制御装置 

航空灯火の整備は ANATL による「滑走路灯火、進入灯火」設置と本業務による「誘導路灯火、飛

行場灯台、エプロン照明灯」設置の異なる業務として整備されるが、最終的には ANATL の設置する

監視制御装置に統合され、一括で航空灯火全体の監視制御が行われる。 

本業務の監視制御対象及び設置場所は以下のとおりである。 

① 誘導路灯回路CCR：SS-2変電所内 

② 飛行場灯台：管制塔ビル 

③ エプロン照明盤：旅客ターミナルビル 

ANATLの設置する監視制御対象は及び設置場所は以下と考えられる。（本業務機器含まず） 

① 滑走路灯火、進入灯火用CCR、インタフェース装置：SS-2変電所機器室 

② 航空灯火監視制御装置：SS-2変電所監視室 

③ 灯火運用卓及：管制塔VFR室 

④ 灯火運用卓用インタフェース装置：管制塔機器室 

本業務において設置する施設は、最終的に ANATL の設置する監視制御システムに統合されなけれ

ばならない。 

現時点で ANATL 側の監視制御装置のメーカー及びシステムは不明であるため、本事業の装置を

ANATL 側のインタフェースに合わせて製造する事は難しい。そのため、誘導路灯火、飛行場灯台、

エプロン照明灯を制御するシステムを設けず、それぞれ単独で操作するシステム構成とする場合、

ANATL側の監視制御システムと統合する時点でそれぞれ個々にインタフェースを設ける必要がある。

その煩雑さを避けるためには誘導路灯、飛行場灯台、エプロン照明灯用の監視制御装置を設置し、

ANATL用に接続用のポートを用意しておくものとする。 

本監視制御装置は管制塔ビル内のコンピュータ室に設置し、ANATL 側は通信ケーブルを接続する

事で接続を行う事ができるシステムとする。 
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灯火監視制御装置はコンピュータシステムであることから、停電時のコンピュータ本体電源バック

アップ用にUPSを設ける必要がある。 

出典:JICA調査団 

図3-2-2.20 航空灯火監視制御システム構成図（本事業対象） 

f) 誘導路横断管路 

滑走路及び誘導路周辺には航空照明施設、その他施設用のケーブルが布設されており、誘導路を横

断するケーブルが存在する。誘導路を新設する場合、誘導路を横断する既存のケーブル及び将来布設

が見込まれるケーブル用に誘導路横断管路を用意しておく必要がある。 

誘導路工事が開始される時点で地下埋設物への影響が発生することから、誘導路工事に先行して誘

導路を横断するケーブルのための管路を設ける必要がある。横断管路については、誘導路の路床、路

盤工事との工程的な取り合いがあり、マンホール設置及び管路布設は誘導路工事において行う事とし

た。 

管路の寸法及び必要本数について、ANATL側の設計が行われていないことから詳細は不明である。

しかし、現地調査時に接触したANATL側の滑走路設計を行っている会社から、管径 6インチの配管

6 本布設されていれば十分とのコメントが得られている。要望された管路を用意する事で ANATL の

将来のケーブル布設にも対応可能と考えられる。新誘導路横断管路に布設されるケーブルとして以下

が考えられる。なお、埋設管の敷設は誘導路の路盤工事時に同時に行うこととする。 

i) 滑走路灯火用ケーブル 

既設滑走路灯は CCR の故障、灯器の破損のため使用できない状態にあり、現状においてケーブル

は使用されていないが、ANATL は滑走路延長と共に滑走路灯火の更新を計画している。その時点で

新規にケーブルを布設する事になるため、新設誘導路を横断するための管路が必要となる。現在風向

指示器に灯器が設置されていない。滑走路灯火が整備される時点で、風向指示器に照明が追加され、

風向灯としての機能を持たせるものと考えられ、風向灯用ケーブルが布設されるものと考えられる。 

ii) 進入灯火用ケーブル 

新設進入灯火へ給電するためには、新灯火変電所から既設PAPIにケーブルを布設する必要があり、

新設誘導路を横断する管路を用意する必要がある。ANATL は滑走路延長に合わせ進入灯を設置する

計画がある。進入灯用のケーブルが布設される。 
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iii) その他施設用ケーブル 

現時点でANATLが将来計画する航空灯火、無線施設、気象施設、その他の施設計画が不明である。 

また、既設地中埋設ケーブルについても、独立時の混乱で現況図が失われ不明の状態である。従っ

て、将来計画の施設及び誘導路工事の時点で発見されるケーブルの誘導路横断管路が必要となる。 

g) 既設PAPIについて 

既設航空灯火の中でPAPIは昼夜に関わらず着陸する航空機にとって重要な施設である。PAPIは既

設電源局舎に設置された CCR から電源が供給され、管制塔に設置された灯火運用卓から点滅及び着

陸進入方向切換操作が行われている。 

本事業により既設管制塔及び既設電源局舎が撤去される事から、ANATL は無線施設及び航空灯火

用に新電源局舎SS-2を設置し、既設電源局舎撤去前にVOR/DME及びPAPIへの電源供給切替を行う

事になっている。 

ANATLの計画している滑走路灯火及び進入灯火の整備時には新灯火運用卓が管制塔VFR室内に設

置されるが、航空灯火の設計が未発注であった事から整備時期が明確になっていない。 

新管制塔への移行時、PAPIの運用のために灯火運用卓が必要となるが、新灯火運用卓の設置時期が

不明である事から、既設灯火運用卓の移設再使用の可能性もある。今後の ANATL の計画に合わせ調

整を行う必要がある。 

出展：JICA調査団 

図3-2-2.21 航空灯用の埋設管 

f) ANATLが整備する航空灯火に対する考慮 

当初、本事業において整備する灯火施設として誘導路灯、誘導案内灯、飛行場灯台、エプロン照明

灯が含まれており、それらの設計を行った。しかし、本プロジェクトの建設工事費が当初予定してい

た予算枠から大幅に超えた事、滑走路灯火が機能していなければ誘導路灯火も必要とされない事から、

6インチ埋設管6本 
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ANATLの整備する灯火施設と同時に誘導路灯火、エプロン照明灯も整備を行う事が適切と判断され、

航空灯火工事を本工事から外しANATL側の工事とする方針となった。 

航空灯火施設全てを ANATL 側が行う場合、本プロジェクト工事で行う誘導路本体工事及びエプロ

ン本体工事と、航空灯火工事の施工時期は異なるものと考えられる。 

現地調査時点では ANATL から航空灯火工事の実施設計は発注されていなかった事から、航空灯火

工事は本プロジェクト工事に対して誘導路、エプロン、管制塔及び旅客ターミナルビルの完成後に開

始されるものと考えられる。 

航空灯火工事と本工事時期が異なる場合において考慮すべき点を以下に示す。 

①  誘導路灯は誘導路縁から 1.5m 外側に設置される事から、ショルダー内に灯器が設置される。

一部のショルダーはアスファルト舗装されるため、その範囲の舗装は灯器設置工事に伴い一部撤

去・復旧工事が行われる。結果として、ショルダー舗装面に誘導路灯基台設置及び管路布設工事

範囲の補修跡が残る。 

②  飛行場灯台は管制塔の使用開始後に設置される。また、管制塔ビルには航空灯火の監視制御装

置が設置される。従って、以下の考慮が必要となる。 

 飛行場灯台を設置できる様に設置用ベースを管制塔屋上に用意する。 

 管制塔内に飛行場灯台用制御盤(電源供給及びON/OFF制御)の設置場所を用意する。 

 制御盤から管制塔屋上までのケーブル布設経路を確保する。 

 管制塔VFR室内に航空灯火運用卓設置場所を確保する。 

 管制塔ビル内に航空灯火監視制御装置設置スペースを確保する。 

 飛行場灯台及び灯火監視制御装置用に発電機によりバックアップされた電源を用意しておく

必要がある。 

 ANATLはSS-2から管制塔まで航空灯火監視制御装置ケーブルを布設する。本事業においてエ

プロン部から管制塔ビルまでの間に電気用管路が布設されるが、この区間に制御ケーブル用

配管を1本用意する必要がある。 

 

③  エプロン照明灯設置工事は、新エプロン供用開始後に実施される事になる。エプロン周辺には

排水、電気用管路等が布設される。後から工事を行うエプロン照明灯用に、既存施設に影響を与

えることなく施工を行える場所を確保しておく必要がある。エプロン照明灯電源は旅客ターミナ

ルビル内の機械室から供給を行う事が適当と考えられる事から、機械室内にエプロン照明盤の設

置スペース及びエプロン照明灯に電源を供給できる容量を見込んでおくものとする。 

エプロン照明灯基礎のみの先行設置については、灯柱アンカーボルトが灯柱メーカーより供給さ

れるため、灯柱メーカー未決定時点における基礎の設置は出ない。 
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エプロン照明灯を、後工事で行う場合の考慮点を以下に示す。 

 エプロン照明灯基礎設定予定地の確保 

 エプロン照明灯柱予定地近傍へのマンホール設置及び、旅客ターミナルビル機械室からの電

源ケーブル用管路の布設 

 PTB機械室にエプロン照明灯盤の設置スペースの確保 

 PTB機械室にエプロン照明灯用電源を用意する（3φ 4W 380‐220V 11kVA程度 発電機回路） 

 BMSにエプロン照明灯点滅制御点数の余裕を持たせる。（ON/OFF 点灯状態の監視） 

当初、本業務において設置を行う誘導路灯火とANATLが設置を行う滑走路、進入灯火が別々に

設置され、完成後一つのシステムとして運用される事で設計を行った。異なる時期に設置される両

システムを統合するために、本業務のみを対象とする監視制御装置を用意し、最終的にANATL側

に統合できる構成で検討した。 

しかし、全システムをANATL側で設置する場合、本業務側の監視装置は不要となる。以下の様な

システムで構成されると考えられる。 

 

出展：JICA調査団 

図3-2-2.22 航空灯火全体をANATLが整備する場合の監視制御システム構成 

 

6) アクセス道路、駐車場 

a) 設計条件（所要施設規模） 

本プロジェクト(2027年) ：1,361人/ピーク日（需要予測値） 

本プロジェクト(2027年) ：450人/ピーク時（到着系・出発系を合わせたピーク） 

※到着2便と出発2便の計4便が1時間に集中。機材は150席級。 

※150人/便×4便×76%＝450人 

既存アクセス道路から入場する車両数を実地観察し、午後の時間帯に426台が観測された（自動二輪

を除く。2018年5月2日11：45～16：05）。この時間帯に乗降した旅客数は513人であった。2027年に予

想される交通量は、426÷513×1,361＝約1,100台／日。同様に、自動二輪車は、254÷513×1,361＝約

700台／日であった。これは1車線の設計基準交通量に対して十分小さい。よって、アクセス道路は1
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車線、車道幅員は3.25mとし、故障車が発生した際の渋滞を防ぐため幅1.5mの停車帯を計画する。 

既存駐車場の容量は約80台、発着のピーク時には満車となっている状況が観察された。そのピーク

時間帯に乗降した旅客数は209人であった。（観測：2018年5月2日13：59～14：41） 

 

普通自動車駐車台数算定 

① 空港利用者 4便同時発着  450人/ピーク時 

② ピーク時旅客1人当たり駐車台数    0.38台/人（観測値80台/209人≒0.38台/人） 

③ ピーク時所要駐車台数   171台 

④ 予備     11台程度 

     

 合計必要駐車スペース ③+④   182台 

なお、タクシー・バス及び身障者用駐車区域は別区域に設ける。 

b)平面計画（ルート・交差点） 

ディリ国際空港へのアクセスは、敷地の南側を東西に走るニコラウ・ロバト大通りのシンボルとな

っている「ニコラウ・ロバト・ラウンドアバウト」で空港方面へ分岐して北上し、プロムナード道路

を通ってターミナル地区へ至る。このプロムナード道路から新ターミナル地区へ達するルートとして、

次の2案を作成しANATL側と協議した。 

 

表3-2-2.20 アクセス道路・駐車場ルート案 

案名称 Alternative 1 Alternative 2 

概要 

既存2nd Roundaboutを活かし、国際・国内線

ともラウンドアバウトを左へと分岐する。国

内線は続いて右折する。 

プロムナード道路にＴ字路を新設し、国際線は左

折、国内線・VIPは直進する。 

特長 

新旧ターミナル間の一体感がある。 新設ターミナルへのアクセス距離・時間が

Alternative1より短くなり利便性と経済性に優れる。

また、新設のアクセス道路が直線状となり、商業施

設用地が最大限に確保される。 

検討結果 不採用 採 用 
出典:JICA調査団 

 

協議の結果、Alternative 2を選定することとした。 
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出展：JICA調査団    

図3-2-2.23 アクセス道路・駐車場のルート案 (Alternative1と2) 

アクセス道路はピーク時の実測交通量を勘案し、片側1車線とし、道路構造令に従い車線幅は3.25m、

右路肩0.5m、停車帯1.5mとして計画した。 

旅客ターミナル前の走行車線の容量は、ターミナルの施設規模から想定される走行台数より1レーン

でも十分である。従って、片方向につき走行車線×1レーン、低速レーン×1レーンとする。 

旅客ターミナルへの接車フロントは、乗・降車1レーン（ターミナルビル寄り）、寄り付き1レーン、

通過1レーン、待機車両の停車1レーン（沖側）の合計4レーンとする。 
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駐車場の駐車台数に関しては、旅客ターミナルの施設規模から想定される所要台数を確保できるス

ペースを計画する。出入口数は集約し、駐車料金を課金する際の便を図る。駐車場内で周回できる通

路を考慮する。また発券機・料金所のスペースを確保する。駐車方式は60度斜め駐車とし、2.5m×5.0m

の駐車マスを想定する。本事業では、駐車場への出入り口、タクシー待機場を整備し、駐車場の建設

は事業に含まない。 

道路照明は、管制官が夜間に勤務する可能性があるため新管制塔周りにのみ設置する。その他の部

分については将来的にANATLが道路照明を設置することとし、道路横断部にのみ将来ケーブルが敷設

できるようにケーブル用ダクトを本事業で設置する。 

駐車場地区には埋設管や各種ユーティリティ施設用のスペースを確保し、将来は道路照明の設置も

想定する。 

 

 
出展：JICA調査団   

図3-2-2.24 駐車場平面計画 

 無償資金協力事業で造成と仮排水施設を設置しANATLに引き渡す。ANATLが駐車場の舗装等をタ

ーミナルビルの供用開始に合わせて実施できるよう配慮した。本事業で下記の仕上げまでを含めるこ

ととする。また、アクセス道路の街灯は対象外とし、新管制塔周りにだけ本事業で設置することとす

る。 

・ 駐車場の内側の現地盤をブルトーザーで切土後、モーターグレーダーで不陸を整正する。 

・ 駐車場の出入口を各1箇所設ける。 

・ 駐車場の表面排水を処理するために長手方向に2本の素掘り側溝（幅50cm程度）を設ける。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-2.25 本工事での外周道路内部（将来駐車場）の仕上げ計画図 

  

出展：JICA調査団 

図3-2-2.26 本プロジェクトで行う将来駐車場敷地内の素掘り排水路 

c) 舗装計画 

舗装構造は、AASHTO（米国政府道路交通運輸担当協会）の基準を参考として設計した。舗装構造

を表層、基層、上層路盤、下層路盤の4層とし、予測される交通量から各層厚を算出した。設計用構造

指数（SN）はアクセス道路が2.5となる。舗装構造を以下の表に示す。 

表3-2-2.21 アクセス道路の舗装構造 

 アクセス道路 

表層 5cm 

上層路盤（粒度調整砕石） 18cm  

下層路盤（砕石） 18cm  

設計路床CBR 8% 
出典:JICA調査団          

素掘り排水路 

出口 

入り口 
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7) 管制塔と航空管制機材 

a) 平面計画と必要目線高 

 管制塔の位置選定については、FAAの基準、JCABの基準を参考に検討を実施した。滑走路、誘導

路など管制する空港表面と空港周辺飛行空域が障害物なく見通せる位置を選定した。検討にあたって

は、下記の条件を考慮した。 

・ 将来3000mへの滑走路延長を考慮すること。 

・ 滑走路の東西両末端から出来るだけ等距離になること。 

・ 将来、精密進入、計器着陸滑走路となっても管制塔が制限表面を越えないこと。 

・ 将来、旅客ターミナルなどターミナル施設を拡張しても影響を受けないこと。 

・ FAAの基準である0.8度の俯角以上を持って滑走路端が視認できる場所と高さであること。 

・ アクセス道路、供給施設に問題がないこと。 

下記に、選定した管制塔の位置を示す。 

第 1 案に対し、ANATL から将来の滑走路延長を考慮して欲しい旨、また、将来、商業用地として

利用するためにまとまった土地を確保したい旨要望があったため、協議の結果、新管制塔の位置を東

に移動させた第2案の位置を選定した。 

 

出展：JICA調査団 

図3-2-2.27a 管制塔の位置 

 

選定した位置から滑走路中心線までは約 400m で着陸帯を片側 140m で検討すると、制限表面の高

さは約37mとなり、新管制塔の高さはこれ以下としなければならない。新管制塔目視高の検討に当た

り、新管制塔建設予定地の海抜高度は12m、滑走路東端の海抜高度は現況地形を考慮して、2500m延

長の場合7.6m、3000m延長の場合で4.0mと仮定した。 

新管制塔と延長滑走路端との位置関係及び俯角は下図に示すとおりである。 

第1案 第2案 

滑走路 
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                                     出展：JICA調査団 

図3-2-2.27b 管制塔の高さ 

上記を踏まえ、以下に示す条件に基づき新管制塔必要目視高を検討した。 

i) 2500mに延長後の滑走路末端標高：7.4m 

ii) 3000mに延長後の滑走路末端標高：4.0m 

iii) 新管制塔から2500m延長後滑走路末端までの距離：1,506ｍ 

iv) 新管制塔から3000m延長後滑走路末端までの距離：1,988ｍ 

v) 管制官目視高から滑走路末端表面への最小俯角：0.8度 

結果は図3-2-2.27に示すとおりであり、滑走路が3000ｍに延長された場合の必要目線高（地上から

の高さ）は19.86ｍとなった。この結果に基づき、管制官目線高を20.1ｍとして新管制塔の設計を行っ

た。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-2.28 管制塔の高さ検討 

また、管制塔建設予定地からドローンにて滑走路東端を確認したところ、空港敷地外の林に遮られ、

滑走路端を視認することができないことが分かった。管制塔の安全な運用にあたっては、ANATL が

空港敷地外の木を伐採し視野を確保する必要がある。下記の写真は、ドローンにて撮影した地上高さ

16mから20mまでの滑走路両端の視界である。 

  

管制塔建設予定地から滑走路西端（16m） 管制塔建設予定地から滑走路東端（16m） 

延伸 2500m

項目

滑走路視認表面の標高 Eas 7.6 m 7.6 m

新管制塔目視点と視認点までの距離(m) D 1506 m 1627 m

上記視認表面に対する最低入射角度（度） θ 0.8 0.8

tanθ 0.0139635 0.0139635

必要目視高さ（標高）　Eas+D x tanθ Ee 28.629031 m 30.3186145 m

VFR目視高さ地面高＝Ee-11.9m（管制塔建設位置標高） Ed 16.73 m 18.42 m

VFR管制室床高さ（Ed-1.2ｍ） Ef 15.53 m 17.22 m

管制塔高さ（Ef+4.0ｍ） Er 19.53 m 21.22 m

避雷針、アンテナ等(Er+3m) Ea 22.53 m 24.22 m

（参考）水平表面 45 m 45 m

（参考）転移表面((400-140)/7) 37 m 37 m

　Ee

                       　　                入射角≧0.8 目視レベル

視認表面の標高

Eas　 管制塔目視点と

視認点までの距離

D

　　　滑走路中心

第1案第2案

東側の北側端部東側の北側端部

注） 標高はAIPによる。滑走路の西側端部17ft（5.2m)、東側端部25ft（7.6m）
       空港標高【標点】25ft（7.6m）、TWR予定位置の標高は測量結果から11.9m
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管制塔建設予定地から滑走路西端（18m） 管制塔建設予定地から滑走路東端（18m） 

  

管制塔建設予定地から滑走路西端（20m） 管制塔建設予定地から滑走路東端（20m） 

注：高さについては、ドローンの離陸地点からの概略相対高度 

写真3-2-2.1 管制塔からの視界 

管制塔は各階の階高を3.6mとし 6階建てタワー部分と、南北30m、東西16mの 1階部分で構成し

た。6 階 VFR 室の目線高さは約 20m であり滑走路延長後の運用に対応する。VFR 室床面積は 50m2

で当空港規模の業務に適切なものである。屋上へは天井ハッチから折りたたみハシゴでアクセスする。 

VFR室はフリーアクセスフロアとして機器配線、配管を考慮する。エレベーター乗降は5階で行う。

1階部分床面積は520m2、スタッフ休憩室、サーバー室、発電機室及び管制シミュレーター室を含む。

シミュレーター自体は既存機器を移設する。 

RC部分外壁はモルタル＋ペンキ仕上げ。4階鉄骨造部分はアルミパネル外装材とする。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-2.29 管制塔1階平面図 

b) 構造 

管制塔は RC 造で、最上階コントロール室は鉄骨造。基礎は表層－10ｍ以深を支持層とする RC 杭

を採用した。 

事務所棟は平屋建てでRC造とする。1F床は土間コンクリート。基礎は直接独立基礎を採用し支持

地盤耐力は載荷試験にて確認する。また、土間コンクリート下部50㎝は突き固めを行い、FDTで95％

以上の締固め度を確認する。盛土部分も同様である。 

c) 設備 

i) 電気設備計画 

ア) 20kV受変電設備 

管制塔の電力は東ティモール国工事として建設される 20kV 構内配電所より供給を受ける。管制塔

の計画電気負荷の内訳は下記となる。 

負荷内訳    計画負荷  需要率  受電容量 

- 照明・コンセント   36kVA   (75%)  27kVA 

- 空調動力    23kVA  (100%)  23kVA 

- エレベーター、オイルポンプ等  17kVA   (35%)   6kVA 

- 管制機器、VHF送受信機等  20kVA   (100%)  20kVA 

合 計    96kVA   (80%)  76kVA 

管制塔は空港の最も重要な施設の一つでありまた空港運用中は常に 100%の稼働であることを考慮

UP
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し、電気負荷の平均需要率は上記集計より80%とする。このときの受電容量は76kVAとなる。これに

将来の負荷の増加を加味し、設計受電容量は100kVAとする。 

イ) 非常用発電機設備 

停電時のバックアップのために非常用発電機を計画する。発電機容量は設計受電容量と同じ100kVA

とし、100%の電気負荷をバックアップする。なお、連続運転時間はサブステーションと同じく 48 時

間（2日）とする。 

ウ) その他の電気設備 

新国際線旅客ターミナルビルの電気設備計画に準拠して幹線・動力設備、照明・コンセント設備、

電話設備、情報ネットワーク設備、自動火災報知設備及び避雷設備を計画する。 

ii) 機械設備 

ア) 給水設備 

管制塔への給水は、給水圧力を補助するための給水ブースターポンプ装置を経由して必要な箇所へ

行う。ブースターポンプ装置などは管制塔1Fにある機械室に設置する。 

イ) 汚水排水処理設備 

管制塔からの汚水排水は、単独に地下浸透処理方式の簡易浄化槽（Septic Tank）を設置し、緑地内

で処理する。現地では水源を井戸に依存しているので、地下水の汚染を極力防ぐため、簡易浄化槽及

び地下浸透処理エリアは管制塔の脇の緑地に設置する。 

ウ) 消火設備 

現地に消防法規がないため、日本の消防法に準拠し必要な箇所に消火器の設置を計画する。 

エ）空調・換気設備 

管制塔への空調機器はメンテンナンスが容易なスプリット型エアコンとし、設置箇所に併せて天井

カセット型、壁掛型を使い分ける。また、空調を行う居室には換気ファンにより給気を行い、トイレ

と機械室等に設ける換気ファンにより排気する。 

冷房の設計外気条件は、乾球温度34.9℃、相対湿度69.5％、計画室内温度は24～26℃とする。 
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表3-2-2.22 冷房設計室内条件 

部屋名前 乾球温度 DB (℃) 相対湿度 RH (%) 

VFR 

Simulator Rooms 

Computer Room 

Telecom Room 

24℃ 

( 2 ºC DB) 

50% 

(result) 

Offices 

Other Rooms 

26 ºC 

( 2 ºC DB) 

50% 

(result) 
出典:JICA調査団 

トイレ、機械室、電気室、食器室、喫煙室及び倉庫などに臭気、熱または塵埃などを排出する機械

換気設備を設置する。 

表3-2-2.23 換気設備設計条件 

No. エリア/部屋 

換気方式 
換気回数 

（回/時） 
第1種 

給気と排気 

第2種 

給気のみ 

第3種 

排気のみ 

1 トイレ（Public）   ○ 10 

2 Kitchen   ○ 15 

3 機械室 ○  ○ 5 

4 電気室   ○ 5 

5 Generator Room   ○ 5 

6 倉庫（Storage）   ○ 5 
出典:JICA調査団 

d) 管制機材 

航空管制機材は、現航空交通管制業務を前提とし機材構成を考える。東ティモール国では、将来的

には現在インドネシアに委任している上空FIRの管制を自国で実施したいという意図があるが具体的

な計画はない。レーダーの導入予定はなく、管制規模についても計画年次の2027年のピーク時発着回

数が30回と現在の規模で十分対応ができる。 

本事業のスコープは、現在のノンレーダーによる進入管制業務、飛行場管制業務を実施する上で必

要となる航空管制機材とし、新設管制塔に設置される機材を対象とした。ディリ国際空港にはリピー

ターステーションも存在するがその機材は対象外とする。 

供用中の空港であることから既設管制塔及び管制機材は、新設管制塔が完成し、管制業務を完全移

行するまでは運用する必要がある。よって、新設管制塔に必要な航空管制機材は、本事業で一式調達

することとし、既設管制塔の航空管制機材は、新設管制塔完成後は予備として保管することとする。 

表3-2-2.24に調達する機材について示す。 
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表3-2-2.24 航空管制機材 

No. 項目 数量 主な仕様または構成 目的 

1 航空管制機材     

1.1 管制卓 1 式 

管制卓3台 

1,200mm (W) x 1,050mm (H) x1,000mm 

(L) 以下 

管制椅子3台 

管制塔の管制室に設置し管制交話等の

通信手段、航空機の運航に必要となる

情報を表示させる。管制官が飛行場管

制、進入管制業務、飛行情報業務を提

供するために使用する。 

1.2 VCS 1 式 

ヘッドセット、マイクロフォン、ハンド

マイク、スピーカー、フットスイッチ、

時計、フライトストリップフォルダー、

タッチパネル、プラグインパネルを含

む。 

ベストシグナルセレクション機能 

航空管制用音声通信制御装置であり、

航空管制官と航空機間の無線通信の

他、管制室と他関連施設間の内線電話

通信及び航空管制官と他管制機関間の

外線電話通信に関する通信回線制御、

回線状態監視、通話記録等を行うため

の装置 

1.3 
VHF対空通信シ

ステム 
1 式 

進入管制（133.9MHz）送受信機 x 2 

飛行場管制（122,9MHz）送受信機 x 2 

緊急対処（121.5MHz）送受信機 x 1 

管制交話録音装置を含む。 

地上固定局において航空管制業務の対

空通信に使用する無線電話送信装置 

1.4 
VHFトランシー

バー 
1 式 

周波数帯（118.000～136.975MHz） 

VHFアンテナ 

非常用電源装置（15分以上） 

VHF対空通信システムが故障した場合

のバックアップのための通信システム

であり、航空管制業務に使用する。 

1.5 
クラッシュアラ

ームシステム 
1 式 

アラームベル 

ダイレクトスピーチシステム 

モデム 

緊急時に空港内へ警報を鳴らすための

装置及び空港内の消防署と直通交話を

するためのシステム 

1.6 航空情報端末 1 式 
コンピューター 

ディスプレイ 

気象や航空情報など航空管制に必要と

なる情報を収集するためのシステム 

1.7 ライトガン 1 式 

到達距離：3.0NM以上 

発光色：赤、緑及び白 

光源：LED もしくはタングステン/ハロ

ゲン 

無線故障時に航空機へ視覚により管制

指示を出すための非常時用ライト 

1.8 電源システム 1 式 

15分以上 

手動切り換え可能な保守用バイパス機

能 

管制塔事務棟の機材室にて航空管制機

材に非常用電源を含めて電源供給する

ためのシステム 
出典:JICA調査団 
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8) サブステーション 

a) 平面計画 

旅客ターミナルビル（PTB）用電気、給水施設としてPTBから独立した平屋建てのサブステーショ

ンを計画し、受変電設備、バックアップ用発電機設備及び給水設備を計画する。これにより、PTB内

の旅客動線の制約また発電機騒音の影響を避けることができる。本建物に設置される上記設備は日々

の細かな操作などの要求はなく維持管理のための職員の常駐は必要ない。従って、職員の待機室、ト

イレなどは計画しない。 

ディリでは近年の異常気象の影響を受け洪水が起きている。聞き取りでは2010年の洪水（7月8日

前後3日間の降雨量252mm：気象局資料）では膝下まで水に浸かったとのことである。従って電源局

舎の床は洪水時の機器の冠水を避けるためGL+500mmとする。 

外壁はモルタル＋ペンキ仕上げ。その他ごく一般的な材料を用いてコストを合理化する。 

b) 構造計画 

平屋建てでRC造とする。1F床は土間コンクリート。基礎は直接独立基礎を採用し支持地盤耐力は

載荷試験にて確認する。また、土間コンクリート下部50cmは突き固めを行い、FDTで95％以上の締

固め度を確認する。盛土部分も同様である。 

c) 設備計画 

i) 電気設備 

ア) 20kV受変電設備 

図 2-2-1-2に示すとおり、新国際線旅客ターミナルビル(PTB)用サブステーションの電力は東ティモ

ール国側工事として建設される 20kV 構内配電所より供給を受ける。サブステーションの設計電気負

荷の内訳は下記となる。 

負荷内訳   計画負荷  需要率  受電容量 

- PTB照明・コンセント  290kVA   50%  145kVA 

- PTB空調動力  360kVA  100%  360kVA 

- PTB空港機器、ポンプ   40kVA   60%   24kVA 

- 国際線貨物ターミナルビル   5kVA   60%    3kVA 

- サブステーション   20kVA    30%    6kVA 

- 合 計   717kVA   75%  538kVA 

PTBの空調負荷が約半分を占め、夏場が電気負荷のピークとなる。計画されているインバータータ

イプの空調機器は最大冷房能力で運転を始め、その後設定温度に達するとその能力を下げ省エネ運転
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に移行する。集計より空調機器始動時の消費電力を考慮し電気負荷の平均需要率は75%とする。この

ときの受電容量は 538kVA となり、これに将来の負荷の増加を加味し、設計受電容量は 750kVA とす

る。 

イ) 非常用発電機設備 

停電時のバックアップのために非常用発電機を計画する。発電機容量は計画受電容量と同じ750kVA

とし、100%の電気負荷をバックアップする。なお、連続運転時間は48時間（2日）とする。 

ウ) その他の電気設備 

新国際線旅客ターミナルビルの電気設備計画に準拠して幹線・動力設備、照明・コンセント設備、

電話設備、自動火災報知設備及び避雷設備を計画する。 

 

ii) 機械設備 

ア) 給水設備 

サブステーションの脇に新たに深井戸を設ける。一日の給水使用量に対し、最低限として 1/2 の容

量の受水槽と加圧給水装置をサブステーションにある機械室に新設し、新ターミナルビルと管制塔へ

給水することとする。 

イ) 換気設備 

倉庫兼ポンプ機械室、電気室、及び非常用発電機に臭気、熱または塵埃などを排出する機械換気設

備を設置する。 

ウ) 消火設備 

現地消防法規がないので、日本の消防法に準拠し必要なところに消火器の設置を計画する。 

 

9) 雨水排水計画 

a) 設計条件の設定 

水理検討条件は、「下水道施設計画・設計指針と解説 日本下水道協会」及び「空港土木施設構造設

計要領及び設計例 平成29年4月一部改訂」に準じるものとする。 

i) 確率降雨年の設定 

確率降雨年：10年 
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ii) 降雨強度式の設定 

収集できたディリ国際空港の降雨量の実績が9年10ヶ月分であったため、降雨強度式の設定には

20年以上の資料がない場合に一般的に用いられている非毎年最大値法を用いた。 

下記に降雨強度式の設定手順を示す。 

① ディリ国際空港の日降雨量データ（2008年3月から2017年12月） 

② トーマスプロット法の非毎年最大法で10年確率年の日降雨量を推定する。 

③ 10年確率年の日降雨量（1日2時間の降雨継続と考える。）から1時間雨量を推定する。 

④ 日降雨量と1時間降雨量から降雨強度式を推定する。 

ア）ディリ国際空港の日降雨量データ（2008年3月から2017年12月） 

本データ整理は、30データを抽出し、統計期間内における最大値の順に統計年数個を取って母集団

とする。 

表3-2-2.25 ディリ国際空港の日降雨量データ 

 
出典:National Directorate of Meteorology 
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イ）日降雨量と1時間降雨量の設定 

トーマスプロット法の非毎年最大法で10年確率年の日降雨量と1時間降雨量を推定する。 

 

出典:JICA調査団 

 

a.10年確率年の日降雨量 

P＝1/10＝0.10(0.1 の日降雨＝10）に対する傾向線上の降雨強度を求めると R24＝90mm/24hr と設定
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する。 

 

b.10年確率年の1時間降雨量 

10年確率年の1時間降雨量は1日2時間の降雨継続と考える。（タルボットﾄ型の適用継続時間約2

時間である。） R1＝ 90 ）時間約＝45mm/hrと設定する。  

ウ) 降雨強度式の作成 

下記の計算式により、タルボット型の降雨強度式を作成する。 

 
 

エ) 降雨強度式 

I10 = 99／（T + 2.4） 

I10：降雨強度(mm/hr)、T：流達時間（hr） 
 

iii) 降雨の流出量の算定 

Q=1/360×C×I×A 

C：平均流出係数、I：降雨強度(mm/hr)、A：流出面積(ha) 

 

iv) 流出係数 

①I1 =  R1×（24 / t)
②B1 =  I1 / R24 ⑤B ＝ ――――――
③b=　(24－B1×t） / (B1－1) T : hr
④a =  b＋24 ⑥I24  =  R24 × B

　　 ――――――
　　　　T + 2.400

　　 ――――――
　　　　T + 2.400

　　 ――――――
　　　　T + 2.400

t 2

I24 (mm/24h)
2376

I1 (mm/h)
99

　　　　　　　T + b

項   目

R1

R24

　　　　　　 　　a

数    値

45

90

I1

B1

b 
a

B
26.40

540

6

2.400

26.40
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- 建物区域：0.90 

- 舗装区域：0.95 

- 芝地  ：0.30 

 

v) 流達時間 

ア）流入時間 

t1 = 7 分 
着陸帯内の素掘り側溝においての流入時間は以下の式で算出する。 

t1=6.92 (n × L ÷ √S)0.6 × i－0.4 

n:マニングの粗度係数(舗装：0.013、芝：0.15)、L:流下長(m)、S:勾配、i:降雨強度(mm/h) 

イ）流下時間 

t2 = L ÷ 60 × V 

L:流下長(m)、V:流路中の平均流速(m/sec) 

ウ）流達時間 

t = t1 + t2 

t:流達時間(min)、t1:流入達時間(min) 、t2:流下達時間(min) 

vi) 流達時間 

V = 1/n × R2/3 × I1/2 (マニング式) 

R：径深(m)=A/P(A:断面積、P:潤辺長)、I：動水勾配、n：粗度係数 

流速は「下水道施設計画・設計指針と解説 日本下水道協会」に従い最小 0.8m/sec、 

最大 3.0m/sec の範囲とする。 

vii) 流達時間 

現場打コンクリート(U 型側溝、C-BOX)：0.015 

コンクリート管：0.013 

素掘り側溝：0.030 

コンクリート 2 次製品：0.013 

砂利・直線水路：0.025 

viii) 設計通水量 

Q = A × V 

Q：最大流出量(m3/sec) 

A：通水断面積(m2) 

V：平均流速(m/sec) 
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ix) 設計流出量 

管渠及び素掘り側溝の場合は 100％として算出する。C-BOX 及び開渠(U 型側溝含む)の場

合は通水量の 90%として算出する。 

*最小断面及び土砂溜め 

排水溝の最小断面は維持管理を考慮し U-300 とし、接続桝の土砂溜めは 15cm 程度確保す

る。また、取付管の場合の最小管径は φ150 とするが、道路等を横断する排水管の場合の最

小管径は φ250 以上とする。 

b) 排水計画 

i) 流域の設定 

の全排水面積=24.67ha である。下記に排水面積及び系統図を示す。 

排水溝の区分は、アクセス道路両側及び駐車場南側は素掘り側溝（開渠）とし、他の排水

溝は蓋付き U 字側溝（暗渠）、GSE 道路のエアサイド側は蓋無し U 字側溝（開渠）とする。

また流末は、当プロジェクト西端に位置する既設のコンクリート製側溝に接続し海へ排水す

る。 

 

出展：JICA調査団 

図 3-2-2.31 排水流域図 
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ii) 総括流出係数の計算方法 

総括流出係数は面積毎の流出係数から計算する。また、面積毎の流出係数を以下の表に示す。 

 

表3-2-2.25 面積毎の流出係数 

工 種 流出係数 面積(ha） 流出係数×面積（ha） 

舗装面積 0.95 7.98 7.58 

建物面積 0.90 1.05 0.95 

芝、谷地面積 0.30 15.64 4.69 

合計  24.67 13.22 
*総括流出係数  :  C=0.6 

 

空港内の排水システムは台形水路、U型側溝、コンクリート管で実施する。また、流量計算結果は、

排水計画の排水系統に基づいて計算した。 
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3-2-3 概略設計図 

図番 図名 区分 

図3-2-3.1 国際線旅客ターミナルビルサイト平面図 建築 

図3-2-3.2 国際線旅客ターミナルビル屋根図 建築 

図3-2-3.3 国際線旅客ターミナルビル平面図 建築 

図3-2-3.4 国際線旅客ターミナルビル立面図 建築 

図3-2-3.5 国際線旅客ターミナルビル縦断面図1 建築 

図3-2-3.6 国際線旅客ターミナルビル縦断面図2 建築 

図3-2-3.7 電源局舎平面図 建築 

図3-2-3.8 電源局舎縦横断図 建築 

図3-2-3.9 管制塔平面図 建築 

図3-2-3.10 管制塔縦断図 建築 

図3-2-3.11 電源局舎受変電設備系統図 建築 

図3-2-3.12 管制塔受変電電気設備系統図 建築 

図3-2-3.13 データアウトレット配置図 建築 

図3-2-3.14 放送系統別エリア 建築 

図3-2-3.15 FIDS配置図 建築 

図3-2-3.16 CCTVカメラ配置図 建築 

図3-2-3.17 航空管制機材ダイヤグラム 建築 

図3-2-3.18 ターミナル地区レイアウト図 土木 

図3-2-3.19 既存施設撤去計画図 土木 

図3-2-3.20 仮設計画図 土木 

図3-2-3.21 エプロン・誘導路平面図 土木 

図3-2-3.22 ターミナル道路平面図・標準断面図 土木 

図3-2-3.23 舗装計画図 土木 

図3-2-3.24 誘導路断面図 土木 

図3-2-3.25 標準断面図（エプロン・誘導路） 土木 

図3-2-3.26 標準断面図（滑走路‐ターミナル道路） 土木 

図3-2-3.27 排水施設平面図（エプロン・誘導路） 土木 

図3-2-3.28 道路標識 土木 
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3-2-4 施工計画/調達計画 

施工計画/調達計画は無償資金協力事業である以下のコンポーネントを対象に検討した。 

 国際線旅客ターミナルビル（ターミナル機器を含む） 

 国際線駐機エプロン（小型ジェット機用 3 スポット） 

 誘導路（1 本） 

 アクセス道路 

 電源局舎（電源設備を含む） 

 管制塔（航空管制機材を含む） 

 上下水設備 

無償資金協力事業対象施設の配置を下図に示す。 

出展：JICA調査団 

図 3-2-4.1 無償資金協力事業対象施設配置計画図 

 

 

 

誘導路 

国際線駐機エプロン

誘導路 

国際線駐旅客 

ターミナルビル 

管制塔（汚水処理設備含む） 

電源局舎 

アクセス道路 

汚水処理設備 
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3-2-4-1 施工方針/調達方針 

本工事は現存する空港を運用しながらの施工であるため、空港の運用に影響がでないよう、

また第三者災害等がないように安全に注意を払い、施工計画を策定した。 

また本事業では国際線エプロンは新設の管制塔の完成後に既存の管制塔を撤去し、そこに

新設する計画としている。そのため下記の作業工程が本プロジェクトのクリティカルな工程

となる。 

 新設設管制塔工事 ⇒ 既存管制塔解体撤去 ⇒ 国際線駐機場(エプロン)新設工事  

サブステーションも同様に、電源を既存サブステーションから新サブステーションに切り

替えた後に既存サブステーションを撤去する計画としているが、他工事には影響しないため

クリティカルにはならない。 

以上を踏まえ、本事業の建築工事ではまずクリティカルとなる管制塔、工期の長い国際線

ターミナルビルの施工を開始し、その後サブステーションの施工を開始する計画とする。土

木工事ではまず誘導路舗装工事・アクセス道路舗装工事を行い、新設管制塔が完成、運用開

始後に既存管制塔撤去しエプロン舗装工事を行う計画とする。 

なお誘導路工事の範囲には、着陸帯(滑走路中心線から 75m 以内)が含まれている。着陸帯

での作業は、作業制限があるため夜間作業を原則とする。着陸帯以外の作業は日中の作業と

して計画する。着陸帯での掘削作業は、作業終了の度に所定の深さまで埋め戻す必要がある。 

工事に際しては下記の事項に十分に留意して行う。 

・ 航空機及び関係車両の通行を優先する。 

・ 航空機運航エリア（Airside）をフェンス等で区分し、許可を得た作業員のみが立ち入

ることとする。さらにエアサイドでの工事の際には無線を携帯し、管制塔との連絡を

保つ。 

・ 工事内容は事前に空港管理者に連絡し、変更のある場合は速やかに連絡する。 

・ 工事関係者は反射ベスト等認識しやすい服装とし、建設機械は警告灯、旗などを装着

する。 

・ 非常時は安全地帯への速やかな移動、待避をおこなう体制ととり、必要なドリルを行

う 

本工事の資材調達に関しては、現地で入手可能なものは可能な限り現地調達とする。現地

で調達不可の特殊設備や現地では高額な資材は価格を考慮した上で第 3 国調達とし、品質を

優先するものに関しては本邦調達する計画とする。 
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3-2-4-2 施工上/調達上の留意事項 

本工事でクリティカルとなるのは前記した既存の管制塔の解体撤去時期であり、全体工程

に大きく影響するため留意する。また、管制塔建設予定地の地盤が緩く、既製コンクリート

杭で計画している。現地でも既製杭の施工実績はあるが、しっかり監理して施工する必要が

あることに留意する。 

現地にはコンクリートプラント、アスファルトプラントを保有する業者、サブコンもあり、

一般的な資材に関しては流通しており現地調達とするが、屋根材・窓回り(アルミサッシ)に

関しては、品質を考慮した上で日本調達とし、その他特殊設備（BHS､FIDS 等）や鋼製建具

に関しては価格面も考慮し、第三国調達で計画する。 

3-2-4-3 施工区分/調達・据付区分 

 以下に本事業での東ティモール国と日本国側の施工区分/調達・据付区分について示す。 

表3-2-4.1 負担事項区分 

No 負担事項 

負担区分 

備考 日本国側 東ティモール 

国側 

入札前 

1 IEE/EIA承認の取得  ○  

2 

(1) 建設用地の確保（工事仮設用地を含む）  ○  

(2) 既設施設の移設  ○  

(3) 工事に必要な許可等の取得  ○  

3 銀行口座開設（B/A）  ○  

4 A/Pの発行  ○  

5 プロジェクトモニタリングレポートの提出  ○  

6 

下記の建物の移設、撤去及び建設用地の整地 

a) ANATL事務所 

b) ANATL調達事務所ビル 

c) ANATLメインテナンスワークショップ 

d) ANATL車両ワークショップ 

e) ANATL倉庫 

f) TLK事務所 

g) ETO航空燃料施設 

h) 国境警察事務所ビル 

 

 

○ 
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No 負担事項 

負担区分 

備考 日本国側 東ティモール 

国側 

7 

下記の施設の建設 

a) 高圧分電所 

b) サブステーション（非常用発電機を含む） 

 -既設ターミナルビル、中央移設地区用 

 -航空灯火とVOR/DME用 

 -西側移設地区用 

c) 新設サブステーションから既設施設への電

源ケーブルの敷設 

d) 駐車場 

 

○ 

 

8 支障となる樹木の伐採  ○  

事業実施中 

1 A/Pの発行  ○  

2 

下記の銀行手数料の支払い 

a) A/P通知手数料 

b) A/P支払手数料 

 ○ 

 

3 労働者へのVISAの発行  ○  

4 機材への電源の供給  ○  

5 建設及び据付に必要な安全の確保  ○  

6 

資機材の輸送、通関手続き    

(1) 東ティモール国の荷揚港までの輸送 ○   

(2) 荷揚港での免税措置及び通関手続き  ○  

(3) 荷揚港から建設サイトまでの内陸輸送 ○   

7 
機材調達、施設建設に関わる日本人及び第三国

人の入国及び滞在に関する措置 
 ○ 

 

8 関税、その他の税の免除に関わる措置  ○  

9 
事業実施に当たり無償資金協力で実施される

以外の費用の負担 
 ○ 

 

10 
1) プロジェクトモニタリングレポートの提出 

2) プロジェクト完了レポートの提出 

 
○ 

 

11 プロジェクト完了に関わるレポートの提出  ○  

12 
下記の施設の建設 

a) VIPターミナルビル 

 
○ 
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No 負担事項 

負担区分 

備考 日本国側 東ティモール 

国側 

b) VIPエアサイド道路 

c) VIPランドサイド道路 

1 機材調達 ○   

2 

下記の航空管制機材の移設 

1) VOR/DMEモニタリング装置 

2) NDB監視装置 

3) 遠隔通信サイトとの接続ルーターの移設 

 ○ 

 

3 機材の据付工事、調整及び試験 ○   

4 初期操作指導、運用指導 ○   

5 通信試験の実施  ○  

事業完了後 

1 

無償資金協力で建設した施設、調達した機材の

維持管理と有効活用 

1) 維持管理費の割当 

2) 運用維持管理体制の確立 

3) 定期点検の実施 

 

○ 

 

2 EMP及びEMoPの実施  ○ 

3 環境モニタリング結果のJICAへの提出  ○ 
出典： JICA調査団 

 

3-2-4-4 施工監理計画/調達監理計画 

本計画におけるコンサルタントの設計・施工/調達監理業務は、1) 実施設計及び 2) 施工/

調達監理に分類される。各々の業務内容及び各業務に従事する要員の配置に関する考え方は

以下のとおりである。なお本事業では建築工事、土木工事、機材を 1 パッケージで調達する。 

(1) 実施設計業務 

a) 計画内容最終確認業務（現地作業） 

建設工事の計画内容最終確認のため、業務主任（2 号）、建築担当 1（3 号）、構造担当 1

（3 号）、機械設備担当（3 号）、電気設備担当（3 号）、建築積算担当（4 号）、土木担当

1 及び 2（3 号）、土木積算担当（4 号）の計 9 名を現地に派遣する。また機材の計画内容確

認のために機材計画担当 1 名を現地に派遣する。 

b) 詳細設計業務及び機材仕様等のレビュー業務（国内作業） 
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現地調査に参加した 10 名に加えて建築担当 2（3 号）及び 3（4 号）、構造担当 2（4 号）、

電気設備担当 2（4 号）、建築設備担当 2（4 号）、土木担当 3（4 号）、機材調達計画（4

号）の合計 17 名で詳細設計業務を国内で実施する。 

c) 入札図書作成（国内作業） 

入札図書作成のため国内業務を行う。これに必要な要員は、業務主任（2 号）、建築担当

1（3 号）、構造担当 1（3 号）、電気設備（3 号）、建築入札・契約図書担当（4 号）、土

木担当 1（3 号）及び 2（3 号）、土木入札・契約図書担当（4 号）、機材計画（3 号）、調

達計画（4 号）、機材入札・契約図書担当（4 号）の 11 名である。 

d) 入札図書承認（現地作業） 

建築工事・土木工事・機材調達に係る入札図書承認のため、業務主任（2 号）、建築担当

1（3 号）、土木担当 1（3 号）、機材計画（3 号）の 4 名を現地に派遣する。 

e) 公示及び図渡し・内容説明（国内作業） 

公示及び図渡し並びに内容説明を業務主任（2 号）、建築入札・契約図書担当（4 号）、

土木担当 1（3 号）、土木入札・契約図書担当（4 号）、機材計画（3 号）、機材入札・契約

図書担当（4 号）の 6 名で行う。 

f) 入札及び入札評価（現地作業） 

入札評価のため、業務主任（2 号）、土木担当 1（3 号）、機材計画（3 号）の 3 名を現地

に派遣する。 

(2) 施工・調達監理業務 

a) 施工監理業務 

本事業は国際線旅客ターミナルビル建設と誘導路・エプロン建設の 2 つを骨子とする事業

であり、施工監理に当たっては、常駐監理要員として建築（3 号）及び土木（3 号）の 2 名

を派遣し、担当工事の全期間に渡って施工監理業務を行う。主な業務内容は以下のとおりで

ある。 

 建設工事に係る工程・品質・予算管理業務 

 ANATL との打ち合わせ、その他関係組織との連絡・調整業務 

 施主及び JICA 現地事務所及び日本大使館に対する月例報告 

 安全対策の履行確認 

建築工事は様々な機械・電気設備、空港特殊設備工事を含む空港ターミナルビル、高所作

業が必要となる管制塔に加えて、貨物ターミナルビルと電源局舎の 4 つのビル工事の監理を
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行うものであり、豊富な知識と経験を要するため、3 号の技術者を常駐施工監理担当に充て

る。また主にターミナルビルと管制塔の着工時、躯体工事の中間時と仕上げ時並びに竣工検

査のタイミングで建築担当（3 号）と構造担当（3 号）を現地に派遣する。さらに設備工事

の着手時、中間時及び竣工検査のタイミングで機械設備担当（3 号）と電気設備担当（3 号）

を派遣する。施設完工から 1 年後に実施する建築工事瑕疵検査のため、瑕疵担保担当（3 号）

を派遣する。 

土木工事も運用中の滑走路との接続工事が必要な誘導路舗装工事、暑中コンクリートとな

るエプロン舗装工事を含む複雑なものである。さらにこれら舗装工事は既設管制塔の撤去後

に行われる必要があるため、限られた工期の中で適切な品質管理・工程管理・予算管理を行

わなければならない。こうした状況下で適切に業務を遂行可能な 3 号の土木技術者を常駐監

理担当に充てる。またアクセス道路舗装や誘導路・エプロン工事に係る各種試験・試験施工

が行われるタイミングで、土木担当（3 号）を派遣する。また施設完工から 1 年後に実施す

る瑕疵検査のために瑕疵担保担当（3 号）を派遣する。 

業務主任者は主として、先方政府との調整、NATL・施工業者との調整、航空会社との打

ち合わせが主な業務であり、また過去の事例から見て重要な会議や式典への出席要請が予想

される。そのため着工時、中間確認、竣工検査の合計 3 回現地滞在が必要である。 

さらに日本人技術者補佐のための現地技術者として建築技師（経験年数 15 年）、電気技

師（経験年数 10 年）、設備技師（経験年数 10 年）、土木技師（経験年数 15 年）と土木技

師（経験年数 10 年）を配置する。また現地補助要員として事務員、運転手、オフィスボー

イを配置する。 

2) 調達監理業務 

調達監理技術者（3 号）を、管制機材の搬入・据付調整等のタイミングと、ターミナル機

材の搬入・据付調整等のタイミングで現地に派遣する。また製作図承認・立会検査（国内作

業）及び瑕疵検査（現地作業）のために検査技術者（3 号）を配置する。 

3-2-4-5 品質管理計画 

品質管理計画における項目と試験方法及び実施要領は、空港土木工事共有仕様書の規定に

準ずるものとする。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 建設資材 

a) コンクリート 

現地にはコンクリート製造設備のある会社が複数あり、いずれも品質試験設備を備えてお
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り本件で要求される品質管理水準を満たしている。さらに生産能力も本件の要求する水準を

満たしている。したがって、コンクリートは現地調達で計画する。 

b) セメント 

東ティモールでセメントの製造はされていないが、インドネシア製や中国製のセメントが

広く流通しており流通量に問題はなく、現地調達の計画とする。 

c) 鉄筋 

マレーシア製やインドネシア製、中国製が広く流通しており現地調達とするが、鉄筋規格

が ASTM 規格と異なるものも多く流通しており注意が必要である。 

d) アスファルト（合材） 

現地にはアスファルト合材を製造販売している企業が複数あり、品質管理能力・生産能力

ともに本件の要求する水準を満たしている。したがって、アスファルト合材は現地調達で計

画する。 

e) 骨材 

東ティモールに採石場を所有している採掘業者が数社あるが、土地は何れも政府の所有と

なっており、環境局からライセンスを受け採掘を実施している。過去 JICA 事業では、請負

業者が直接採掘業者と契約し、骨材を入手している。 

ｆ) その他材料 

一般的な資材に関しては概ね現地で調達可能であるが、近隣第三国製の材料であることか

ら製品の均質性と品質の確保には十分注意する。また現地調達可能な資材であっても流通量

が少なく高額な資材については日本・第三国での調達も検討する。鋼製建具、特殊設備等に

ついては現地で調達が出来ないため第三国調達とする。現地、日本、第三国の調達区分は次

表のとおりとする。 

表 3-2-4.2 資機材の調達先 

項目 調達先 備考 

現地 日本 第三国 

工事用資材      

砂 〇   現地調達 

骨材 〇   現地調達 

セメント 〇   輸入だが現地市場に流通 

アスファルト 〇   輸入だが現地市場に流通 
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項目 調達先 備考 

現地 日本 第三国 

型枠 〇   現地調達 

鉄筋 〇   輸入だが現地市場に流通 

鉄骨 〇   輸入だが現地市場に流通 

コンクリートブロック 〇   現地調達 

防水材 〇   輸入だが現地市場に流通 

石・タイル 〇   輸入だが現地市場に流通 

石膏ボード 〇   輸入だが現地市場に流通 

軽量鉄骨 〇   輸入だが現地市場に流通 

折板  〇    

鋼製建具   〇 ベトナム、インドネシア 

アルミニウム建具  〇    

ガラス 〇   輸入だが現地市場に流通 

塗装 〇   輸入だが現地市場に流通 

内装材 〇   輸入だが現地市場に流通 

エレベーター   〇   

設備機器 
〇 〇 〇 

輸入だが現地市場に流通 

(但し、特殊機材は第3国) 

航空管制機材  〇 〇  

空港保安機材   〇  

出典:JICA調査団 

 (2) 建設機械 

現地の建設会社がバックホウ等一般的な機械から 800~900t 級のクローラークレーンまで

所有しており、現地調達で計画する。建設機材のリース会社も数社あるが、一般的な機械し

か扱っておらず、バックホウが$150/h（オペレーター無し）と比較的高額である。 

(3) 労働者 

a) 労働者供給・技能レベル 

現地の現場で調査した例では、労務者のうち約 6 割が現地人で、約 4 割がインドネシア人

であった。さらに現地人の技能レベルは低く単純作業などの一般労務を行っているのみで、

技能工や監督者は全てインドネシア人であった。しかし、これらのインドネシア人の技能

工・監督者は基本的に現地に居住し建設会社に所属しており、現地調達が可能である。した

がって本案件に関しても技能工・監督者共に現地調達とし、第 3 国からの派遣は計画しない。 
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b) 標準労働時間・時間外労働、休日 

i) 標準労働時間 

標準労働時間は現地の労働法により、8h/日もしくは 44h/週を超えてはならないと規定さ

れている。なお聞き取り調査を行ったところ、現地での一般的な労働時間は下表のとおりで

あった。 
表3-2-4.3 標準労働時間 

平日 8:00‐17:30 （昼食休憩12:00‐13:30、実働8 時間） 

平日（夜間） 20：00－05：30 （夜間休憩24:00 – 01:30、実働8 時間） 

土曜日 8:00‐12:00 

日曜、祝祭日 休日 
出典: JICA調査団 

ii) 割増賃金 

労働法により標準労働時間を超過した場合の割増賃金と夜間作業(21:00-06:00)の割増賃金

は、下表のとおり規定されている。 

表3-2-4.4 割増賃金 

標準時間外労働（残業） 1.5倍 

休日労働 2.0倍 

夜間作業（21:00~06:00、実働8時間） 1.25倍 
出典: 東ティモール国 労働法 

iii) 祝祭日 

現地の祝祭日は下表のとおりである。総祝日数は 17 日で、日本の祝日数（16 日）と同等

である。 

表3-2-4.5 東ティモール国の祝祭日 

日 付 名  称 

1 月1 日 New Year’s Day 

3 月3 日 Veterans Day 

3 月30 日 Holy Friday (variable date) 

5 月1 日 World Labor Day 

5 月20 日 Restoration of Independence Day 

5 月31 日 Corpus Christi (variable date) 

6 月15 日 Idul Fitri (variable date) 
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日 付 名  称 

8 月21 日 Idul Adha (variable date) 

8 月30 日 Popular Consultation Day 

11 月1 日 All Saints Day 

11 月2 日 All Souls Day 

11 月12 日 National Youth Day 

11 月28 日 Proclamation of Independence Day 

12 月7 日 Memorial Day 

12 月8 日 Day of Our Lady of Immaculate Conception and Timor-Leste Patroness  

12 月25 日 Christmas Day 

12 月31 日 National Heroes Day  
出典:JICA調査団 

(5) 輸送方法 

a) 海上輸送ルート 

現在ディリで使用されている資機材の陸揚げ港は、空港から 5.8km にあるディリ港である。

空港から約 20km 西側のティバール港を再整備しディリ港に代わる貨物輸送港とする計画

もあるが、現状はティバール港までの道路整備をしている段階で、ティバール港自体は全く

使われておらず工事も始まっていない。そのため本工事でもディリ港からの輸送になると想

定する。ディリ港と日本の間に定期便は運行されておらず、日本からの資機材輸送の際には

シンガポールやスラバヤを経由地とする。 

b) 輸送道路、交通規制 

ディリ港から空港までの輸送道路は片側二車線で、日中のピーク時にも資材の輸送に影響

を与えるような大規模な渋滞は見られない。輸送道路にコモロ川を渡る橋梁が含まれるが、

大きな輸送トラックが十分通過できる構造となっており大型車の交通規制はない。輸送に使

用されるセルフローディングのコンテナ専用トレーラー等の通行も問題ない。 

  

輸送用道路 トレーラー 

写真3-2-4.1 東ティモール国内輸送道路 
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3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

(1) 初期操作指導 

ANATL では、航空管制、航行援助サービス部が既に航空管制機材の運用、維持管理を実

施しており、既存の航空管制機材の運用、維持管理については問題ない。しかし、本事業で

調達する機材は、現行と異なる機材となるため本事業の機材調達業者の派遣技術者により、

実際の機材を使用した技術指導を東ティモール国側の技術者に対し行う必要がある。 

また、空港保安機材についても ANATL 空港サービス部下の保安部が運用しているが、既

設の機材は老朽化しており、本事業で調達する空港保安機材とは取扱い方法が異なる。よっ

て、本事業の機材調達業者の派遣技術者により、実際の機材を使用した技術指導を東ティモ

ール国側の技術者に対し行う必要がある。 

技術指導の項目、内容及び対象者（受講者）は、次表に示すとおりとする。 

表3-2-4.6 初期操作指導実施項目 

機材 指導項目 期間 受講者 

航空管制機材 

・システムの構成 

・システム運用上の留意事項 

・操作方法 

・非常時の対応 

2日 
ANATL 航空管制、航行援助サービス部 

10名 

空港保安機材 

・システムの構成 

・システム運用上の留意事項 

・操作方法 

・非常時の対応 

1日 
ANATL空港サービス部保安部 

5名 

出典:JICA調査団 

(2) 運用指導実施計画 

上記の初期操作指導に続き、機材調達業者は、ANATL 受講者に対し各システム・機器の

定期点検方法、故障時の診断方法、メーカーへの修理依頼手順、連絡方法等、日常の維持管

理に必要なノウハウを指導する。航空管制機材については、航空機との通信など運用手順に

関する指導を行い、空港保安機材については荷物の検査手法など具体的利用方法に関わる運

用指導を計画する。 

機材調達業者は、上記初期操作指導及び運用指導終了後、報告書をコンサルタントへ提出

する。同報告書の内容が施主及びコンサルタントによって十分であることが確認された場合、

コンサルタントは、施主の承認をもって、機材調達業者へ技術指導完了証明書を発行する。 
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表3-2-4.7 運用指導実施項目 

機材 指導項目 期間 受講者 

航空管制機材 

・対空通信の使用方法 

・管制卓の機能、保守管理手法 

・VCSの設定、保守管理手法 

・クラッシュアラームの使用方法 

1日 
ANATL 航空管制、航行援助サービス部 

10名 

空港保安機材 

・荷物検査の実施方法 

・爆発物探知機による検査の実施方法、解

析手法、保守管理手法 

1日 
ANATL空港サービス部保安部 

5名 

出典:JICA調査団 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

(1) ソフトコンポーネント計画 

第 1 次現地調査において ANATL から、空港運用/施設維持管理/事業能力向上/空港セキュ

リティ対策/航空管制能力向上/航空情報サービス能力向上/航行援助施設維持管理能力向上/

消火救難能力向上に係る支援要請があった。また新国際線旅客ターミナルビル運用開始に際

して、出入国管理、税関、航空会社その他事業者との調整等の面で、円滑なターミナル運用

開始のために様々な支援実施が適当と考えられる。 

しかしソフトコンポーネントの事業規模等や予算制約等の理由から、ソフトコンポーネン

トでこれらの支援に対応するのは困難であり、技術協力プロジェクトの実施を別途検討する

必要がある。 

(2) 技術支援 

ANATL による既存空港ターミナルの運営維持管理は多くの点で国際的な水準に達してお

らず、安全管理、セキュリティ、利用者サービス、施設維持管理の点で大幅な改善が必要で

ある。新空港ターミナル施設の整備と並行して、空港維持管理に係る能力開発は必須であり、

そのための技術支援を考慮する必要がある。 

下記の表に示した課題分析に基づき、支援が必要な分野は、(1) 空港運営維持管理能力の

開発、(2) 事業能力の向上、(3) 空港セキュリティ能力の向上及び(4) 新ターミナルへの移転

計画の策定と実行に分類される。 

表3-2-4.8 空港運営維持管理に係る課題分析と支援分野 

 支援分野 課題及び対策 

1 
空港運営・維持能

力向上（組織強化

空港施設の拡張に伴い適切に施設を運営維持管理するため職員数を増やす必要があ

る。適正な職員数を確保し、計画的に職員を雇用していくためにも計画づくりなどの支
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を含む） 援が必要となる。 

ANATLは空港運用マニュアルを持っておりそれに従い運営を実施しているものの、

マニュアルの更新は実施されていない。新設ターミナルビル建設に伴い、空港サービス

を、国際標準を満たすレベルに向上させるためにもマニュアルの改訂とその教育に対す

る支援が必要である。 

また、地上作業に関しては、現在STAT、SDVといったグランドハンドリング会社が

独自に実施しており、ANATLとして管理していないのが実態である。今後、新設国際

線ターミナル建設に伴い、現在の地上作業が変わることからも空港管理者として

ANATLが規制を整備し、各社に統一した教育を実施し運用を行うことが必要である。 

さらに、また、無償資金協力にて整備する施設の維持管理を適切に行うため、エアサ

イド施設・ターミナル施設の維持管理計画を策定、実施する必要がある。 

2 事業能力向上 

会社組織としてANATLは収益力の向上を計る必要がある。現在ANATLの中に存在

する商業部門は、Duty free Shop、航空会社などからのテナント料金の徴収業務を中心に

実施しており、空港施設を利用して収益を向上させるような機能を有しておらず、また、

人員も配置されていない状況である。 

新設国際線ターミナルの建設に伴い、コンセッションエリア、ビジネスラウンジ、展

望エリアの利用、出店、ビル内のFIDSパネルを利用した広告など収益向上の機会多く

生じる。それらの施設の利用者の選定、利用料金の設定などの規定を作成するとともに

ANATLの商業部門の能力向上を計画する必要がある。 

3 
空港セキュリテ

ィ対策 

空港セキュリティに関してもマニュアルは存在するものの更新されておらず、必ずし

も国際標準となっていない状況である。最新のセキュリティ状況に適合するようマニュ

アルを更新するとともにその運用について能力向上を計画する必要がある。 

4 ターミナル移転 

ANATLは、継続して既設ターミナルを運用しており、移設の経験がない。国際線タ

ーミナルビルの新設に伴い、旅客ターミナル機能を移す必要がある。航空会社、CIQな

ど別組織との調整も必要となり、円滑に新設国際線ターミナルビルの運用を開始するた

めに計画づくりなどの支援が必要である。 
出典:JICA調査団 

 

(3) 支援案の検討 

上記能力開発の実行は、技術協力プロジェクトによる支援が望まれる。以下に支援案の概要を示す。 

表3-2-4.9 新ターミナル運営維持管理能力向上に係る支援案 

No 項目 内容 

1 プロジェクト名 ANATL空港運営・維持管理能力向上プロジェクト（技術協力プロジェクト） 

2 上位目標 空港が計画的に開発され、円滑に維持管理されることで東ティモール国の経済、観光が発展する。 

3 プロジェクト目標 ANATLの空港運営・維持管理能力が強化され自立して空港開発、運営ができる体制が構築される。 
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No 項目 内容 

4 成果 

1．空港運営・維持管理能力向上（組織強化を含む） 

2．事業管理能力の向上 

3．空港セキュリティ能力の向上 

4．新ターミナルへの移転計画の策定と実行 

5 主な活動内容 

1．成果1に係る活動 

1-1 空港用・維持管理能力向上に関する作業部会設立する 

1-2 組織体制、運営維持管理体制 のレビュー 

1-3 本邦研修を計画、実施する 

1-4 空港運用・安全管理に関する業務手順書を作成する 

1-5 エアサイド施設維持管理計画を作成する 

1-6 ターミナル施設維持管理計画を作成する 

1-7 実地訓練を実施する 

2．成果2に係る活動 

2-1 事業管理能力向上に関する作業部会を設立する 

2-2 本邦研修を計画、実施する 

2-3 ANATLの商業部門の事業計画を策定する 

2-4 テナント誘致、料金設定、テナント運営に関する計画を作成、実施する  

2-5 顧客満足度向上に関するアクションプランを作成、実施する 

3. 成果3に係る活動 

3-1 空港セキュリティに関する作業部会を設立する 

3-2 本邦研修を計画、実施する 

3-3旅客/手荷物検査業務及びアクセスコントロール手順書を作成する 

3-4実地訓練を実施する。 

4．成果4に係る活動 

4-1 ターミナル移転に関する作業部会を設立する 

4-2 供用準備状況を確認する 

4-3 移転基本計画を策定する 

4-4 計画に従った機能移転を実施する 

6 実施機関 ANATL 

7 日本側投入 

1. 専門家 

1．総括／空港運営組織・人材計画 

3. 空港運用・安全管理 

4．エアサイド施設維持管理 

5．ターミナル施設維持管理 

6. テナント運営 
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No 項目 内容 

7. 料金設定・収支管理 

8. 顧客満足度向上活動 

9. 空港セキュリティ 

10. ターミナル移転計画 

2. 本邦研修 

本邦の代表的な空港にてターミナル運用・維持管理に関する国別研修、課題別研修 

8 実施期間 2年 

出典:JICA調査団 

 

3-2-4-9 実施工程 

本事業が日本国政府の無償資金協力により実施される場合、本事業の工事着手までの以下の工程が

必要となる。 

 両国政府間でE/N、東ティモール政府と JICA間でG/Aが締結される。 

 先方実施機関であるANATLと JICAから推薦を受けたコンサルタント間で詳細設計・施工監理

契約が締結される。 

 詳細設計、入札図書の作成、本邦での入札支援業務、業者契約を経て工事開始に至る。 

本事業での推定される全体工期は、実施設計及び入札関連業務で約9.0ヶ月間、建設工事で約22.0

ヶ月間、合計約31.0ヶ月となる。下記に業務実施工程表を示す。 
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出展：JICA調査団 

図3-2-4.2 実施工程表 

3-3 相手国分担事業の概要 

(1) 施設建設に関する相手国負担事項 

本事業の実施に当たり東ティモール国側が実施する工事は下表のとおりである。ANATL は公社化

しており独自の予算を持っているが、施設建設など大きな事業は国家予算により実施している。本事

業の先方負担事項も ANATL 独自の予算では実施が困難であることから予算申請を実施する必要があ

る。 

東ティモール国の会計年度は1月から12月である。通常、予算申請は、実施機関が6月に準備し、

担当省庁へ申請する。その後閣議にかけられ、11月までには政府内での予算をまとめが完了し、議会

へ提出される。12 月に議会承認を得、翌 1 月から新年度予算が開始される。先方負担事項を 2019 年
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12月までに実施するため、本年度、来年度予算を計画的に申請、使用する必要がある。 

表3-3.1 相手国負担事業1 

入札公示までにANATLが実施する工事 

(1) 既存施設の移設（既存の構造物を撤去し、工事実施が可能なように整地する） 

- ANATL事務所（既存警察宿舎の仮設事務所に移転） 

- ANATL調達部事務所ビル（既存警察宿舎の仮設事務所に移転） 

- ANATLメンテナンスワークショップ（既存警察宿舎の仮設事務所に移転） 

- ANATL車両メンテナンスワークショップビル（西側移設地区に移設） 

- ANATL倉庫 （西側移設地区に移設） 

- TLK事務所（西側移設地区に移設） 

- ETO航空燃料施設（東側移設地区に移設） 

- 国境警察事務所（西側移設地区に移設） 

(2) 新しい電力供給システム建設 

- 高圧配電施設（SS-0） 

- 以下のサブステーション（非常用発電機含む） 

 既存ターミナル施設及び中央移設地区用（SS-1） 

 航空灯火及びVOR/DME用（SS-2） 

 西側移設地区用（SS-3） 

- 既存施設と新設サブステーションとの間の電力用ケーブル敷設 

(3) プロジェクトサイト内樹木伐採及び除根、 
出典:JICA調査団 

また無償資金協力事業とは別に、東ティモール国側が自己資金で建設する施設は下表のとおりであ

る。 

表3-3.2 相手国負担事業2 

東ティモール国側が建設する新規施設 

- VIPターミナルビル 

- VIP用エアサイド道路 

- VIP用ランドサイド道路 

- 駐車場 

- 貨物ターミナルビル 

- 調達部局を含むANATL本社ビル（中央移設地区） 
出典:JICA調査団 

 

(2) 他の相手国分担事業の概要 

本事業の実施に当たり東ティモール国側が実施すべき事項は下表のとおりである。 
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表3-3.3 相手国負担事業実施前 

No 負担事項 備考 

1 IEE/EIA承認の取得 

ANATLは本事業の環境社会配慮に関する手続きを実

施する必要がある。本事業の環境カテゴリーは B で

ある。閣議までに2019年 2月までに環境社会配慮の

承認を得る必要がある。また、事業期間中に延長の手

続きを取る必要がある。 

2 建設用地の確保（工事仮設用地を含む） - 

3 工事、建築に必要な許可等の取得 - 

4 プロジェクトモニタリングレポートの提出 - 

5 支障となる樹木の伐採 

サイトには、建築物以外にも、使われなくなったコン

テナや航空機のエンジン、消防車、電柱等が存在して

いる。建物の撤去と共にこれらの物体も撤去しサイト

クリアランスをする必要がある。 
出典:JICA調査団 

表3-3.4 相手国負担事業実施前中 

No 負担事項 備考 

1 銀行口座開設（B/A） - 

2 A/Pの発行 - 

3 

下記の銀行手数料の支払い 

a) A/P通知手数料 

b) A/P支払手数料 

- 

4 
NOTAM の発行など建設及び据付に必要な航空安全

の確保 
- 

5 
工事関係者に対する各種許可証（入場許可証等）の発

給 
- 

6 空港運営にかかる各関係機関との調整 - 

7 
建築申請など東ティモール国で工事に必要となる各

種許可申請 
- 

8 資機材の輸送、通関手続き 荷揚港での通関手続き 

9 
機材調達、施設建設に関わる日本人及び第三国人の入

国及び滞在に関する措置、労働者へのVISAの発行 

本邦企業によると、過去の無償資金協力事業におい

て、第三国人へのビザ発給に非常に長い時間を要し、
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No 負担事項 備考 

工事進捗の妨げとなった事例が複数ある。 

10 関税、その他の税の免除に関わる措置 

東ティモール国では、過去無償案件では調達物品等の

関税は実施機関が負担することで事業を実施してい

る。 

11 
事業実施に当たり無償資金協力で実施される以外の

費用の負担 
電気や通信等のインフラの引込に要する費用 

12 既設ATCシミュレーターの移設 
既設 ATC シミュレーター機材を新しい管制塔事務室

に移設する必要がある。 

13 

下記の航空管制機材の移設 

1) VOR/DMEモニタリング装置 

2) NDB監視装置 

3) 遠隔通信所との接続ルーターの移設 

左記の機材の新設管制塔への移設及び据付工事 

14 既設管制塔アンテナの移設 

既設管制塔に設置されたアンテナの内、携帯事業者な

ど他の目的に使用されているものについて移設及び

代替地を調整する必要がある。 

15  通信試験の実施 調達した管制機材と航空機との通信確認 

16 管制官視界確保のための樹木伐採 

ドローンでの調査によると新管制塔をいくら高くし

ても新管制塔位置と滑走路東端との間にある林の影

響で滑走路東端を視認することができない。ANATL

は新管制塔からの視野確保のために、本事業で建設す

る滑走路を2500mに延長した場合の管制塔高さから、

滑走路 2150m に延長した場合の滑走路両端が見える

範囲の木々の伐採を調整する必要がある。 

17  
1) プロジェクトモニタリングレポート、プロジェク

ト完了レポートの提出 
- 

出典:JICA調査団 

表3-3. 5 相手国負担事業実施後 

No 負担事項 備考 

1 

無償資金協力で建設した施設、調達した機材の維持管

理と有効活用 

1) 維持管理費の割当 

2) 運用維持管理体制の確立 

- 
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No 負担事項 備考 

3) 定期点検の実施 

2 EMP及びEMoPの実施 - 

3 環境モニタリング結果のJICAへの提出 - 
出典:JICA調査団 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 組織 

現在のANATLの空港運用事業部は以下のとおりとなっている。 

 

                                出展：ANATL 

図3-4.1 ANATLの空港運用事業部 

1) Department of Operation (運用部) 

オペレーション部門は、8 人にスタッフが配置されており、滑走路、誘導路、エプロン等のエアサ

イドの基本施設、旅客ターミナル、貨物ターミナルの管理、及びテナントの管理を行っている。 

2) Department of Airport Security (空港セキュリティー部) 

空港保安部門には20人のスタッフが配置され、空港内の一般エリアと制限エリアとの境界について

の監視、及びX線、金属探知機による人と物の検査を実施している。 

3) Department of Fire Fighting (消防部) 

消防部門には20人のスタッフが配置され、空港内での航空機事故、及び火災等に対応することにな
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っている。 

4) Department of Maintenance (維持管理部) 

整備部門には18人のスタッフが配置され、空港内の全ての施設、設備の不具合に対応することであ

る。整備部門の主な対象は、①舗装エリア、②非舗装エリア、③建物、④空港電気、⑤排水装置とな

っている。 

今後、ANATL の運営組織を考えて行く上で、重要なのは前述のとおり、新ターミナル、新エプロ

ン、更には駐車場等と現在の施設に加え、新しい施設が展開するので、その守備範囲が大幅に広がる

ことになる。それに伴い、スタッフの数はその面積に応じて増加する部分が考慮されなければならな

い。ここで、施設拡大に伴い、人員の増加が考えられるのは、消防部門を除き、オペレーション部門、

空港セキュリティ部門、及び整備部門が考えられ、今後、採用・訓練のスケジュールを検討しなけれ

ばならない。 

先ず、最初におこなうべきは、規定・マニュアル（SOPも含む）の再整備を行い、その後、その業

務の仕方に合わせ、配置人数やシフトを検討し、教育・訓練のカリキュラムを作成し、更には教官を

育成して、最終的に採用人数を決定していかなければならない。 

また、先述の 3-1-2 で述べた商業分野の強化は、今後の運営を考えた場合、必要になってくると思

われる。現在、運用部業務分掌の中に「テナントの管理業務」があるが、「商業部門」を別組織として

編成し、特に、商業施設のテナントの選定、品揃えの検討、売り上げの予想、家賃の検討等を専門に

行う組織として立ち上げることが望まれる。商業部門としては現在管理部門（Director of Administration）

配下に（Department of Commercial）があるが、この部門の中に運用部の「テナント管理業務」を加え、

監理を強化することでも問題はない。いずれにしても、当該部門は日々の収入管理の実態把握と接客

等に関する日常管理業務が多くなることを念頭に置く必要がある。 

(2) 職員数、技術レベル 

職員数としては、管制部門は現行の管制方式で実施するので、人数の増員は想定しない。また、間

接部門についても、現有の人員で対応可能と考える。しかし、Director of Airport Service配下の「運用

部」「空港セキュリティー部門」「維持管理部」については管理すべき施設の面積が倍以上となること

から、人数も一定程度の職員の増員が想定される。 

- 運用部  8人  → 16人（商業部門の増員を含む） 

- 空港セキュリティー部門 20人  → 30人 

- 維持管理部  18人 →→ 25人 

技術レベルについては、個々の資質については途上国における一般的なものであり、特段違いはな

い。ただ、規定の順守（コンプライアンス意識）及び教育・訓練に対する意識は決して高いとは言え

ない。特に、マネージメント層の意識が低いため、現場のスタッフの動きが鈍くなっていることは否
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表3-5-1.2 東ティモール国負担経費 

費目 費用(千米ドル) 

諸撤去費用 267千米ドル 

電源施設更新費用 1,457千米ドル 

駐車場の建設 1,110千米ドル 

銀行手数料 46千米ドル 

免税還付金 232千米ドル 

合計 3,112千米ドル 

 

3-5-2 運営維持管理費 

2017年度の支出に基づき本事業コンポーネントの維持管理に関わる概算費用を算出した。日本円で

約74百万円であり、約30％の支出増が見込まれる。ANATLの過去の収支をみると2016年、2015年

には収支で1億円以上の黒字となっており、需要増による収入増も見込めることから負担可能な金額

であると考えられる。 

表3-5-2.1 概算年間維持管理費 

 費用項目 年間維持管理費 備考 

1 人件費 US$138,000-（約14百万） 2017年度支出実績比15%分 

2 
建物、機材 

年間維持管理費 
US$350,000-（約39百万） 

2017年支出実績と新築建物面積から

算出 

3 
エアサイド舗装 

年間維持管理費 
US$185,000-（約20百万） 舗装工事費の2% 

合計 US$673,000-（約73百万）  
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

前提条件は3章で記載した相手国側事業分担の概要で示した事項が確実に実施されることである。特

に以下の項目については、確実に実施される必要がある。 

① 空港敷地での仮設用地の準備と土捨て場の確保 

② 電源施設の更新 

③ 建設サイト内の障害物の撤去と整地 

④ 航空管制シミュレータの移設 

⑤ 撤去予定の建物内で再利用する機材、設備の移設 

⑥ 管制塔に設置された通信業者のアンテナの移設調整 

⑦ 環境証明の取得と延長手続き 

⑧ 建築申請などの各種公的手続き 

⑨ 免税処置の実施 

なお、②、③、⑦及び⑧に関しては、入札前までに実施される必要がある。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本事業の効果を発現、持続させるため、以下の相手方投入が必要となる。 

(1) 施設の維持管理に関わる予算及び職員の確保 

本計画で整備される施設は、旅客ターミナルビルはほぼ2倍の規模となる。また誘導路、エプロンと

いった空港基本施設、ランドサイド側の駐車場、アクセス道路など維持管理が必要となる土木施設も

増加することとなる。これらの施設の機能を適正に維持管理するには定期的な点検、保守作業が必要

となる。ANATLは計画的に必要な技術者を雇用するとともに予算を確保する必要がある。 

(2) 継続的かつ段階的な施設建設 

本事業は原則として2022年を供用開始目標年次、2027年を施設計画目標年次として誘導路・エプロ

ンを含む国際線ターミナル施設を整備し、小型ジェット機による安全かつ効率的な国際線旅客・貨物

輸送に可能とすることにより、東ティモール国の観光振興、ひいては同国の経済社会発展に寄与する

ことを目標として計画されている。一方で滑走路は現在長さ1850mであり、シンガポールへの出発便

には運航重量制限が課せられている。前述した本事業の目標達成のためには、滑走路の2150mへの延

長と滑走路灯火の整備を骨子とする整備事業が東ティモール側により実施されることが必要条件とな

る。 

さらに長期的には旅客数が多いデンパサール便は中型ジェット機（コードE）の就航が予測される。

これらの機材を安全に運航するためには、滑走路の適切な長さへの延長、30mから45mへの拡幅、誘
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導路の新設、エプロンの拡幅、トーイングトラクター等の必要機材の調達が必要となってくる。ANATL

は、滑走路の延長及び拡幅等を計画しているが、これらの計画を需要予測に応じ適切な時期に整備し

ていく必要があり、そのために必要な技術的・資金的準備と環境社会配慮面での準備を進めるべきで

ある。 

また、本事業の対象外である国内線ターミナルビル、VVIP施設等についても、空港運用の面からも

新ターミナル地域に新設されることが望ましい。 

 

4-3 外部条件 

本計画の目標を達成するための外部条件について以下に列挙する。 

(1) 東ティモール国の経済、治安が悪化しない。 

目標達成のためには、需要予測が満たされることが必要となる。東ティモール国の経済、治安が悪

化せず需要予測通りの成長を達成する必要がある。 

 

(2) 東ティモール国の観光政策が継続する。 

東ティモール国は、産業振興の一つとして観光業を重視している。空港利用者が増加するためには

海外からのインバウンドも一つの重要な要素となるため、東ティモール国が引き続き観光業を産業振

興の一つの重要な柱と位置付けることが必須条件である。 

 

(3) ディリ国際空港が引き続きANATLにより運営維持管理される。 

本事業が計画通り実施され、目標を達成するためにはディリ空港が継続してANATLにより運営され

計画通り事業を実施するとともにその維持管理に必要な組織体制を構築する必要がある。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本計画の妥当性を裨益対象者数、緊急性、援助国の中期開発目標の達成への貢献、我が国の援助政

策・方針との整合性の面から検討を行った。結果、本計画の妥当性は高いと判断できる。 

 

(1) プロジェクトの裨益対象 

本計画は、東ティモール国の空の玄関であるディリ国際空港の施設を改善するものである。ディリ

空港の混雑緩和と容量拡大及び安全性の向上は、同国全体の航空の利便性、安全性向上に資するもの

であり、観光産業への裨益や国全体への経済効果も大きい。よって本計画の裨益者は、ディリ空港利

用者にとどまらず東ティモール国全国民である。 
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(2) 緊急性 

現行のターミナルは、旧インドネシア時代に国内線用として使われていたものであり、国内線と国

際線の出発動線が同じになるなど不適切な運用が存在する。また、2017年の旅客数約270,000人に対し、

面積が3500m2程度とピーク時旅客に換算しても旅客ターミナル全体が狭溢であり、チェックイン、入

国審査に長蛇の列ができるなどサービス水準が低くなっている。ディリ空港は東ティモール国の空の

玄関であり、首都空港であることからも改善への緊急性は高い。 

 

(3)当該国の中期開発計画の目標達成への貢献 

東ティモール国の開発計画である「戦略的開発計画2011-2030年」、航空セクターの開発政策である

「国家民間航空政策」でもディリ国際空港の処理能力不足、空港基本施設が安全基準を満たしていな

い点について認識されており、施設の拡張の必要性が述べられている。特にターミナル施設の老朽化

と処理能力不足は観光産業や経済振興の阻害要因になると考えられており改善の必要性が述べられて

いることからも本計画と東ティモール国の開発計画の目標達成との整合性は高い。 

 

(4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は、東ティモール国に対し「持続可能な国家開発の基盤づくり支援」を大目標とし取り組ん

でおり、「経済社会基盤（インフラ）の整備・改善」を重点目標の一つとして掲げている。本計画は、

首都空港で質の高いインフラを整備することで、東ティ国の航空の利便性、安全性の向上、経済活動

の活性化に資するもので我が国の援助方針との整合性は高い。 

 

4-4-2 有効性 

本計画は、今後予測される航空需要の増加に対応し、ディリ国際空港の処理能力を向上させるとと

もに航空の利便性、安全性を向上させることで経済活動の活性化に寄与するものである。本計画の定

量的な有効性として、国際線ターミナルの新設に伴う、国際線取扱旅客数の増加、外国人訪問客数、

旅客処理時間を挙げる。また、本計画による直接、間接効果について示す。 

 

(1) 定量的効果 

定量的効果指標では基準年を現在の2017年の実績値とし、事業完成3年後である2025年の目標値を示

す。  
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表4-4-2.1 評価指標 

指標名 基準値（2017年） 目標値（2025年） 

国際線取扱旅客数 216,400 330,000 

外国人訪問客数 65,642 100,000 

1機材あたりの旅客処理時間 30 分※1 20分 

※1:1機材（150名（搭乗率75％）x 調査団の測定値）当りの旅客の入国審査にかかる時間 

 

(2) 定性的効果 

本計画を実施することで、次に示す定性的効果が期待できる。 

 

 国際線旅客ターミナルの新設により空港利用者の安全性、利便性、快適性が向上する。 

 国際線旅客ターミナル位置を南側に移設し、エプロンを移設することで駐機航空機が片側150m

の着陸帯の制限表面にかかることがなくなり航空の安全性が向上する。 

 空港施設の安全性、処理能力の確保に伴う利便性・快適性の向上が観光の促進に貢献し経済効果

をもたらす。 
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5．資料 

5-1 調査団員氏名、所属  

表4-1 調査団氏名、所属 

 担当分野 氏名 所属 

- 総括 上田 博之 JICA 国際協力専門員(運輸・交通) 

- 企画協力 大久保 崇 JICA 社会基盤・平和構築部 

1 業務主任／空港計画1 花田 輝雄 株式会社日本空港コンサルタンツ 

2 
副業務主任／空港計画2 

航空管制機材計画・積算 
寺林 克哉 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

3 空港土木施設設計1 長沢 速人 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

4 空港土木施設設計2 林 和男 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

5 空港建築施設設計 塚本 大 株式会社日本空港コンサルタンツ(補強) 

6 建築構造設計 仁科 雄太郎 株式会社日本空港コンサルタンツ(補強) 

7 建築設備設計 張 中一 株式会社日本空港コンサルタンツ(補強) 

8 電気施設設計 浦部 義博 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

9 航空灯火機材計画・積算 三浦 茂典 株式会社日本空港コンサルタンツ 

10 
施工/調達計画・積算 

（土木施設）1 
塚原 美晴 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

11 
施工/調達計画・積算 

（土木施設）2 
松村 昭彦 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

12 
施工/調達計画・積算 

（建築施設） 
竹内 隆剛 株式会社日本空港コンサルタンツ(補強) 

13 自然条件調査 Riedi Arisca. 
株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル

(補強) 

14 環境社会配慮 安藤 圭吾 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

15 空港運用維持管理 宮川 博 株式会社日本空港コンサルタンツ 

16 航空需要予測 古瀬 東 株式会社日本空港コンサルタンツ 
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5-2 調査日程  

第1回現地調査 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

日順 月日 曜日
総括

（JICA）

計画管理

（JICA）

業務主任/空

港計画1

副業務主任/

空港計画2/航

空管制機材計

画・積算

空港土木施設

設計

空港建築施設

設計
建築構造設計 建築設備設計 電気施設設計

航空灯火機材

計画・積算

施工/調達計

画・積算（土木

施設）

施工/調達計

画・積算（建築

施設）

自然条件調査 環境社会配慮
空港運用維持

管理

花田　輝雄 寺林　克哉 長沢　速人 塚本　大 仁科　雄太郎 張　中一 浦部　義博 三浦　茂典 塚原　美晴 竹内　隆剛
Mr. Riedi

Arisca
安藤　圭吾 宮川　博

1 3月31日 土

2 4月1日 日

3 4月2日 月 CGK-DPS

4 4月3日 火 DPS-DIL

5 4月4日 水
環境社会配慮

調査

6 4月5日 木
ジェンダー調

査

7 4月6日 金 POM-DIA
ジェンダー調

査

8 4月7日 土 DIA-DIL BDO-DPS 団内協議 NRT-DPS

9 4月8日 日 DPS-DIL 資料整理 DPS-DIL

10 4月9日 月

11 4月10日 火
環境社会配慮

調査
サイト状況調査

12 4月11日 水 自然条件調査
国家環境局

協議

情報収集

（観光）

13 4月12日 木 自然条件調査
国家環境局

協議

情報収集

（エアライン）

14 4月13日 金

15 4月14日 土

16 4月15日 日 DPS-CGK DPS-NRT

17 4月16日 月 自然条件調査
環境社会配慮

調査

情報収集

（燃料会社）

18 4月17日 火 自然条件調査
環境社会配慮

調査

運用維持管理

体制の確認

19 4月18日 水 自然条件調査
環境社会配慮

調査

運用維持管理

体制の確認

20 4月19日 木 自然条件調査
環境社会配慮

調査

運用維持管理

体制の確認

21 4月20日 金 自然条件調査
環境社会配慮

調査

運用維持管理

体制の確認

23 4月21日 土

23 4月22日 日

24 4月23日 月 自然条件調査
環境社会配慮

調査

運用維持計画

の検討

25 4月24日 火 自然条件調査
環境社会配慮

調査

運用維持計画

の検討

26 4月25日 水 自然条件調査
環境社会配慮

調査

運用維持計画

の検討

27 4月26日 木
運用維持計画

の検討

28 4月27日 金
運用維持計画

の検討

29 4月28日 土 自然条件調査 DIL-DPS 団内協議

30 4月29日 日 自然条件調査 DPS-NRT DIL-DPS

31 4月30日 月 自然条件調査 DPS-NRT

32 5月1日 火 自然条件調査

33 5月2日 水 自然条件調査

34 5月3日 木 自然条件調査

35 5月4日 金 自然条件調査

36 5月5日 土 資料整理 DIL-DPS DIL-DPS 資料整理 DIL-DPS

37 5月6日 日 資料整理 DPS-NRT DPS-NRT DIL-DPS DPS-BDO

38 5月7日 月
テクニカル・メモラン

ダム署名

DIL-DPS

DPS-NRT

39 5月8日 火 DPS-NRT

外務協力省の調整による関係機関との合

同会議

MODIR副大臣表敬訪問

サイト状況調査、事業実施体

制の確認

サイト状況調査、税金情報の

収集等

サイト状況調査

NRT-DPS NRT-DPS

DPS-DIL DPS-DIL

サイト状況調査

ANATL訪問、ＪＩＣＡ事務所、日

本大使館
ANATL訪問、ＪＩＣＡ事務所、日本大使館

外務協力省の調整による関係機関との合同会議

MODIR副大臣表敬訪問

サイト状況調査

サイト状況調査

SIN-DIL

HND-SIN

資料整理

MODIR副大臣表敬訪問

NRT-DPS

DPS-DIL

団内協議団内協議

インセプションレポートの説明・協議（ANATL、MODIR）

サイト状況調査

事業の背景・経緯の確認、実施体制の確認等 サイト状況調査 調達事情調査

サイト状況調査

調達事情調査

DIL-DPS 団内会議

資料整理

ミニッツ（案）協議 サイト状況調査

ANATL主催合同ステークホルダー会議

日本大使報告

事業内容の計画検討 調達・据付計画調査

事業内容の計画検討

事業内容の計画検討 調達・据付計画調査

事業内容の計画検討 調達・据付計画調査

事業内容の計画検討 調達・据付計画調査

団内協議

資料整理

事業内容の計画検討 調達・据付計画調査

事業内容の計画検討

資料整理 DPS-NRT DIL-DPS

団内協議 DIL-DPS 団内協議

事業内容の計画検討

事業内容の計画検討、相手国

負担事項の検討
事業内容の計画検討

事業内容の計画検討、事業の

評価指標の検討
事業内容の計画検討

テクニカル・メモランダム協議（ANATL） DPS-NRT

テクニカル・メモランダム協議（MDIR）

現地調査結果概要まとめ

消防局、財務省、建設省打合せ

JICA、大使館報告

テクニカル・メモランダム修正
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第２回現地調査 
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 5-3 相手国関係者リスト  

Ministry of Development and Institutional Reform 

Inacio Freitas Moreira 
Vice Minister for Transport and Communications, Ministry of 

Development and Institutional Reform 

Joanico Gonçalves Director General Transport and communications 

Octavio Pereira Monteiro Marques Head, Department of Projects 

  

ANATL, E. P. 
 

Eng. Romulado A. S. Da Silva President of Board of ANATL 

Fernando S. R. S. S. C. Ribeiro, Se Member Board I Air Traffic Services & Navigation 

Eusebio Da Costa Lopes, Lic. Eco. M. M. Member Board II Aerodrome & Airport Services 

Verismo Nai Sia, Lic. Eco. M. A. Member Board III Adm, Finance, Log. Commercial & HR 

Luis Caldeira Alveslic. Dir. M. H. Member Board IV Labor 

  
AIR TRAFFIC SERVICES AND NAVIGATION DIVISION 

Jose Luis Da Costa, Lic. Dir. Director of Air Traffic Services and Navication 

Filomena Maria Da Costa Soares Chief Department of Air Traffic Controller(ATC) 

Elias Marcal Do Rego, B, Ett Supervisor of ATC 

Delfin Gusmao Chief Department of ARO-NOTAM 

Jose Nelson Machado Gama Chief Department of Telecommunica 

  
AERODROME & AIRPORT SERVICES DIVISION 

Jose Carlos Da Silva Pereira, L. A. P Director of Aerodrome & Airport Services 

Carmo Maria Soares Chief Department of Aerodrome & Aiport Operation 

Eduardo Soares Da Cruz Chief Department of Rescue and Fire Fighting 

Filipe Guterres Moniz Da Silva Supervisor I RFF 

Joaquim A. F. C. Guterres Supervisor II RFF 

Adelino Da Silva Mira Supervisor III RFF 

Mario Gomes De Jesus. Lic. CG Chief Department of Aviation Security 

Inocencio De Jesus Alves Supervisor I AVSEC 

Atanasio De Jesus Maia Fernandes  Supervisor II AVSEC 

Gaspar De Araujo Chief Department of Maintenance 

  
PLANNING & DEVELOPMENT OF AIRPORT UNIT 

Antonia Talodaci Corte Real De Oliveira Civil Engineer 

Juliano A. X. Carlos. ST. Mechanical Enginieer 

Marito Gomes. Lic. Dir. Civil Engineer 
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Antonio Vieira Civil Engineer 

Gilberto Da Costa Architect Engineer 

  
PROCUREMENT, ADMINISTRATION, FINANCE, LOGISTIC, COMMERCIAL AND HUMAN 

RESOURCES 

Jose Antonio Sancehs, ST Director of Procurement 

Celestina Conceicao Araujo, L. CG Director of Adm, Finances, Logistic, Commercial & HR 

Monica Rosalia De Araujo Chief Department of HR 

Rafael Dos Anjos Marques, Lec. M. M. Chief Department of Commercial 

Antonio Afonso Nunes, SE Department Chief of Logistic 

ANISIO M. J. V. Da Costa, ST Chief Department of Procurements 

  
LEGAL UNIT 

 
Heddye R. A. J. Fernandes, Lic. Dir Assistant og Legal Unit 

  
CHIEF OF REGIONAL AIRPORT 

 
Isolino Dos Santos S. Saramento, SST, ST Chief of Regional Airport BAUCAU 

Jose De Oliveira Leong, Lic. Dir. Chief of Regional Airport SUAI 

  

AACTL  

Sabino Henriques President of AACTL 

  

Ministry of Foreign Affairs and Cooperation  

 Vicky Fun Ha Tachong Director General for Multilateral and Regional Affairs 

  

Ministry of Finance, Development Partnership Management Unit 

 Arlindo Da Cruz Monteiro Head of DPMU 

  

National Directorate of Pollution control and Environment Impact 

 American Fernandes Director 

  

EDTL（東ティモール電力公社）  

 Eng. Segismundo Antonio Liberato, MT 配電部長 

  

Timor Telecom（ティモールテレコム）  

 Francisco de Jesus Leite 技術運営部長 
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在東ティモール日本大使館  

南 博 特命全権大使 

藤村 みずほ 二等書記官 

樋口 洋平 専門調査員 

  

JICA東ティモール事務所  

永石 雅史 所長 

松元 秀亮 次長 

  

 



 

5-4 討議議事録（M/D）  
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